
令和 年度実施計画4  

会計 款 項 目 事業

会計 款 項 目 事業

会計 款 項 目 事業

会計 款 項 目 事業

会計 款 項 目 事業

２ ． 指標の推移 ※（ ）1

年

目標

実績

目標

実績

見込 回 回 回 回 回

実績

見込

実績

（※1）事務事業分類が「ハード事業」又は「事務」の事業は、成果指標での評価が事業の性質にそぐわないため、活動指標のみを設定しています。

関連する
個別計画

橿原市財政計画

　

　

利子 一時借入金利子

活
動
①

0

公債費

予備費 予備費

（その他 予算事業あり）

令和3年度

11

活
動
②

次年度当初予算編成
作業

令和5年度 令和6年度令和4年度指標名

成
果
①

成
果
②

義務的事務事務事業分類

基本目標①

⇒基本的方向①

基本目標②

⇒基本的方向②

総合戦略
の

位置づけ

関連する
予算事業

財政管理費

事務事業名
課室長名 伊藤　奈緒子

政策

施策

5

担当課 財務部財政課
財政管理事務

２７　行政運営

市民とともに「かしはら」をつくる信頼の行政運営総合計画
の

位置づけ

１ ． 事務事業の概要

事業の
概要

●予算編成事務：財政計画との調整を図り、予算編成及び予算執行管理を実施し、財政の健全化を図る。
●地方交付税事務：市にとって重要な一般財源である地方交付税の交付を受けるために、基準財政需要額及び
基準財政収入額の正確な見積りを行い、必要な算定資料を作成する。
●地方債事務：単年度に多額の財源を必要とする事業の財政的負担を平準化し、世代間の公平性を確保するた
めに、地方債の発行により計画的な資金の調達に努める。

総務費一般会計

一般会計 公債費

財政管理事務費

元金 市債元金償還金

利子 市債利子

総務管理費

一般会計

公債費

予備費 予備費

公債費 公債費

一般会計 公債費

11

継続新規・継続区分

一般会計

305 -419-



/0 /0 /0 /0 /0

/人数 /0 /6.5 /8 /8 /8

/0 /6.5 /8 /8 /8

3,462,628

3,551,902

-

（※2）会計年度任用職員の人件費は、直接事業費に含まれます。（※3）正職員の人件費は、再任用職員の人件費を含みます。

国庫支出金

直接事業費（DC）

25,879

0.01

0

0

0

0

3,449,529

49,448

県支出金

地方債

その他 117,094

0

0

0

0

令和4年度 計画令和3年度 当初計画

0

0

0.01

3,545,7533,608,979

3,496,305

0

49,448

3,559,531

人
件
費

総費用（TC）

0

0

3,734,870

49,448

49,44839,995

３ ． コ ス ト の推移と 事業計画

コスト（単位：千円）
0

0

-33,677

 計画

財
源
内
訳

一般財源 3,500,215

-51,687

3,483,206

令和6年度 計画令和5年度 計画

-

0

令和3年度 令和4年度 令和5年度 令和6年度

実績額 当初計画額 当初予算額

3,512,076

0

正職員（※3）

歳
出

予測額 予測額

人件費割合（LC/TC） 0.01

0

49,448

49,448

-

0

39,995

0

0人件費合計（LC）

3,694,875

0.01

会計年度任用職員（※2）

． 備考4

0

0

13,099

0

59,316

0

0

13,099

-17,009

主
な
事
業
内
容
（
年
次
計
画
）

（１）予算編成、執行管
理
（２）財政計画更新、各
種統計作成
（３）地方交付税事務
（４）財政状況公表
（５）財務書類作成

（１）予算編成、執行管
理
（２）財政計画策定、各
種統計作成
（３）地方交付税事務
（４）財政状況公表
（５）財務書類作成

（１）予算編成、執行管
理
（２）財政計画更新、各
種統計作成
（３）地方交付税事務
（４）財政状況公表
（５）財務書類作成

（１）予算編成、執行管
理
（２）財政計画更新、各
種統計作成
（３）地方交付税事務
（４）財政状況公表
（５）財務書類作成

一般財源増加額（前年度比）

306-420-



令和 年度実施計画4  

会計 款 項 目 事業

会計 款 項 目 事業

会計 款 項 目 事業

会計 款 項 目 事業

会計 款 項 目 事業

２ ． 指標の推移 ※（ ）1

年

目標

実績

目標

実績

見込 件 件 件 件 件

実績

見込 件 件 件 件 件

実績

（※1）事務事業分類が「ハード事業」又は「事務」の事業は、成果指標での評価が事業の性質にそぐわないため、活動指標のみを設定しています。

関連する
個別計画

　

　

　

200

活
動
①

0

令和3年度

180

200

180

活
動
②

司法書士による相談
件数

0

弁護士による法律相
談件数

令和5年度 令和6年度令和4年度指標名

成
果
①

成
果
②

義務的事務事務事業分類

基本目標①

⇒基本的方向①

基本目標②

⇒基本的方向②

総合戦略
の

位置づけ

関連する
予算事業

文書広報費

事務事業名
課室長名 木南　晃寿

政策

施策

5

担当課 総務部総務課
行政管理事務

２７　行政運営

市民とともに「かしはら」をつくる信頼の行政運営総合計画
の

位置づけ

１ ． 事務事業の概要

事業の
概要

●法制執務事務：担当課と連絡調整を行い、条例規則等の制定改廃を行う。また、例規集の整備も行う。
●法律相談事務：奈良弁護士会が運営する中南和法律相談センターに構成市町村として参画し、相談会場を提
供して運営をサポートする。また、奈良県司法書士会と協定を結び、相談場所を提供し、所属司法書士に相談
業務に従事していただく。
●文書管理事務：公文書の保管、保存、廃棄など役所内の文書を総合的に管理する。

総務費一般会計

一般会計 総務費

行政管理事務費

公平委員会費 公平委員会事務費

諸費 固定資産評価審査委員会事務費

総務管理費

一般会計

総務管理費

総務費 総務管理費

180180

200

継続新規・継続区分

200

307 -421-



/0 /2 /3 /3 /3

/人数 /0 /7.5 /7 /7 /7

/0 /9.5 /10 /10 /10

18,611

20,533

-

（※2）会計年度任用職員の人件費は、直接事業費に含まれます。（※3）正職員の人件費は、再任用職員の人件費を含みます。

国庫支出金

直接事業費（DC）

3,700

0.76

0

0

0

0

18,609

47,331

県支出金

地方債

その他 2

0

0

0

0

令和4年度 計画令和3年度 当初計画

0

0

0.76

61,87861,878

18,611

4,064

43,267

18,611

人
件
費

総費用（TC）

0

0

70,383

43,267

47,33149,105

３ ． コ ス ト の推移と 事業計画

コスト（単位：千円）
0

0

0

 計画

財
源
内
訳

一般財源 18,609

-1,924

18,609

令和6年度 計画令和5年度 計画

-

0

令和3年度 令和4年度 令和5年度 令和6年度

実績額 当初計画額 当初予算額

61,878

4,064

正職員（※3）

歳
出

予測額 予測額

人件費割合（LC/TC） 0.70

4,064

43,267

47,331

-

2,957

46,148

0

0人件費合計（LC）

24,235

0.76

会計年度任用職員（※2）

． 備考4

0

0

2

0

2

0

0

2

0

主
な
事
業
内
容
（
年
次
計
画
）

（１）法制執務事務
（２）法律相談事務
（３）文書管理事務
（４）公平委員会、固定
資産評価審査委員会事務
（５）行政不服審査事務
（６）行政界事務
（７）債権管理事務

（１）法制執務事務
（２）法律相談事務
（３）文書管理事務
（４）公平委員会、固定
資産評価審査委員会事務
（５）行政不服審査事務
（６）行政界事務
（７）債権管理事務

（１）法制執務事務
（２）法律相談事務
（３）文書管理事務
（４）公平委員会、固定
資産評価審査委員会事務
（５）行政不服審査事務
（６）行政界事務
（７）債権管理事務

（１）法制執務事務
（２）法律相談事務
（３）文書管理事務
（４）公平委員会、固定
資産評価審査委員会事務
（５）行政不服審査事務
（６）行政界事務
（７）債権管理事務

一般財源増加額（前年度比）

308-422-



令和 年度実施計画4  

会計 款 項 目 事業

会計 款 項 目 事業

会計 款 項 目 事業

会計 款 項 目 事業

会計 款 項 目 事業

２ ． 指標の推移 ※（ ）1

年

目標 ％ ％ ％ ％ ％

実績

目標

実績

目標 回 回 回 回 回

実績

目標

実績

（※1）事務事業分類が「ハード事業」又は「事務」の事業は、成果指標での評価が事業の性質にそぐわないため、活動指標のみを設定しています。

関連する
個別計画

橿原市公共施設等総合管理計画

橿原市施設分類別基本的方針

　

4

活
動
①

0

0

3.5

令和3年度

1

3

2

活
動
②

公共施設等総合管理
計画推進委員会の開
催

令和5年度 令和6年度令和4年度指標名

成
果
①

成
果
②

ソフト事業事務事業分類

基本目標①

⇒基本的方向①

基本目標②

⇒基本的方向②

総合戦略
の

位置づけ

関連する
予算事業

財産管理費

事務事業名
課室長名 浅田　善規

政策

施策

5

担当課 財務部資産経営課
ファシリティマネジメント推進事業

２７　行政運営

市民とともに「かしはら」をつくる信頼の行政運営総合計画
の

位置づけ

１ ． 事務事業の概要

事業の
概要

●橿原市公共施設等総合管理計画に掲げている３つの基本方針（「保有総量の最適化（縮減）」、「長寿命化
の推進」、「経済性の向上」）の推進及び、橿原市施設分類別基本的方針に基づいた取組みを進める。

総務費一般会計 ファシリティマネジメント推進事業費総務管理費

4.5

32

総合管理計画基準値
（42万㎡）からの延
床面積縮減率

継続新規・継続区分

309 -423-



/0 /0 /0 /0 /0

/人数 /0 /2.05 /0.45 /0.45 /0.45

/0 /2.05 /0.45 /0.45 /0.45

17,673

107

-

（※2）会計年度任用職員の人件費は、直接事業費に含まれます。（※3）正職員の人件費は、再任用職員の人件費を含みます。

国庫支出金

直接事業費（DC）

0

1.00

0

0

0

0

17,673

2,782

県支出金

地方債

その他 0

0

0

0

0

令和4年度 計画令和3年度 当初計画

0

0

0.14

2,7882,788

6

0

2,782

6

人
件
費

総費用（TC）

0

0

12,721

2,782

2,78212,614

３ ． コ ス ト の推移と 事業計画

コスト（単位：千円）
0

0

17,667

 計画

財
源
内
訳

一般財源 6

-101

6

令和6年度 計画令和5年度 計画

-

0

令和3年度 令和4年度 令和5年度 令和6年度

実績額 当初計画額 当初予算額

20,455

0

正職員（※3）

歳
出

予測額 予測額

人件費割合（LC/TC） 0.99

0

2,782

2,782

-

0

12,614

0

0人件費合計（LC）

107

1.00

会計年度任用職員（※2）

． 備考4

0

0

0

0

0

0

0

0

0

主
な
事
業
内
容
（
年
次
計
画
）

・施設カルテ及び施設管
理ログの集約
・施設評価の実施
・公共施設等総合管理計
画の推進
・維持管理費（委託料、
光熱水費等）の削減及
び、歳入増加に向けた取
り組み
・ファシリティマネジメ
ント職員研修の実施

・施設カルテ及び施設管
理ログの集約
・公共施設等総合管理計
画の推進
・維持管理費（光熱水費
等）の削減及び、歳入増
加に向けた取り組み

・施設カルテ及び施設管
理ログの集約
・公共施設等総合管理計
画の推進
・維持管理費（光熱水費
等）の削減及び、歳入増
加に向けた取り組み

・施設カルテ及び施設管
理ログの集約
・公共施設等総合管理計
画の推進
・維持管理費（光熱水費
等）の削減及び、歳入増
加に向けた取り組み
・公共施設等総合管理計
画の改定準備

一般財源増加額（前年度比）

310-424-



令和 年度実施計画4  

会計 款 項 目 事業

会計 款 項 目 事業

会計 款 項 目 事業

会計 款 項 目 事業

会計 款 項 目 事業

２ ． 指標の推移 ※（ ）1

年

目標

実績

目標

実績

見込 件 件 件 件 件

実績

見込 回 回 回 回 回

実績

（※1）事務事業分類が「ハード事業」又は「事務」の事業は、成果指標での評価が事業の性質にそぐわないため、活動指標のみを設定しています。

関連する
個別計画

　

　

　

108

活
動
①

0

令和3年度

22

108

23

活
動
②

駐車場巡回
0

庁舎、設備等の点検
及び修繕

令和5年度 令和6年度令和4年度指標名

成
果
①

成
果
②

義務的事務事務事業分類

基本目標①

⇒基本的方向①

基本目標②

⇒基本的方向②

総合戦略
の

位置づけ

関連する
予算事業

財産管理費

事務事業名
課室長名 浅田　善規

政策

施策

5

担当課 財務部資産経営課
本庁舎管理事務

２７　行政運営

市民とともに「かしはら」をつくる信頼の行政運営総合計画
の

位置づけ

１ ． 事務事業の概要

事業の
概要

●本庁舎の各設備保守管理、庁舎清掃等の実施、庁舎周辺の樹木の管理、庁舎の補修、駐車場管理、庁舎土地
建物（北館、東駐車場、第２駐車場の一部）の賃借、庁用備品の購入など、本庁舎の機能を維持するための管
理を行う。

総務費一般会計 本庁舎管理運営費総務管理費

2222

108

継続新規・継続区分

108

311 -425-



/0 /0 /0 /0 /0

/人数 /0 /2.05 /1.15 /1.15 /1.15

/0 /2.05 /1.15 /1.15 /1.15

127,785

132,096

-

（※2）会計年度任用職員の人件費は、直接事業費に含まれます。（※3）正職員の人件費は、再任用職員の人件費を含みます。

国庫支出金

直接事業費（DC）

0

0.05

0

0

0

0

124,185

7,109

県支出金

地方債

その他 3,623

0

0

0

0

令和4年度 計画令和3年度 当初計画

0

0

0.05

134,894141,710

127,785

0

7,109

134,601

人
件
費

総費用（TC）

0

0

152,508

7,109

7,10912,614

３ ． コ ス ト の推移と 事業計画

コスト（単位：千円）
0

0

0

 計画

財
源
内
訳

一般財源 126,844

-5,252

124,185

令和6年度 計画令和5年度 計画

-

0

令和3年度 令和4年度 令和5年度 令和6年度

実績額 当初計画額 当初予算額

134,894

0

正職員（※3）

歳
出

予測額 予測額

人件費割合（LC/TC） 0.08

0

7,109

7,109

-

0

12,614

0

0人件費合計（LC）

139,894

0.05

会計年度任用職員（※2）

． 備考4

4,175

0

3,600

0

7,757

0

0

3,600

-2,659

主
な
事
業
内
容
（
年
次
計
画
）

・本庁舎の機能維持の保
守管理
・本庁舎の機能維持のた
めの建物及び設備等の修
繕
・建物総合管理等の一括
発注

・本庁舎の機能維持の保
守管理
・本庁舎の機能維持のた
めの建物及び設備等の修
繕
・建物総合管理等の一括
発注

・本庁舎の機能維持の保
守管理
・本庁舎の機能維持のた
めの建物及び設備等の修
繕
・建物総合管理等の一括
発注

・本庁舎の機能維持の保
守管理
・本庁舎の機能維持のた
めの建物及び設備等の修
繕
・建物総合管理等の一括
発注

一般財源増加額（前年度比）

312-426-



令和 年度実施計画4  

会計 款 項 目 事業

会計 款 項 目 事業

会計 款 項 目 事業

会計 款 項 目 事業

会計 款 項 目 事業

２ ． 指標の推移 ※（ ）1

年

目標

実績

目標

実績

見込 回 回 回 回 回

実績

見込

実績

（※1）事務事業分類が「ハード事業」又は「事務」の事業は、成果指標での評価が事業の性質にそぐわないため、活動指標のみを設定しています。

関連する
個別計画

　

　

　

活
動
①

0

令和3年度

222250

活
動
②

集中管理車両稼働回
数（１台当たり）

令和5年度 令和6年度令和4年度指標名

成
果
①

成
果
②

義務的事務事務事業分類

基本目標①

⇒基本的方向①

基本目標②

⇒基本的方向②

総合戦略
の

位置づけ

関連する
予算事業

財産管理費

事務事業名
課室長名 浅田　善規

政策

施策

5

担当課 財務部資産経営課
市有財産等管理事務

２７　行政運営

市民とともに「かしはら」をつくる信頼の行政運営総合計画
の

位置づけ

１ ． 事務事業の概要

事業の
概要

●市有財産である建物及び庁用車の保険事務処理、本庁舎集中管理車両及び庁用バスの管理を行う。
●各町が所有する共有財産処分金を一括管理し、各町が行う公共事業に対し処分金を交付する。

総務費一般会計 市有財産等管理事務費

公共施設整備事業費 各町公共施設整備事業交付金

総務管理費

共有財産処分特別会計 公共施 設整備事業費 公共施設整備事業費

222222

継続新規・継続区分

313 -427-



/0 /0 /0 /0 /0

/人数 /0 /1.45 /0.7 /0.7 /0.7

/0 /1.45 /0.7 /0.7 /0.7

2,183,887

2,206,069

-

（※2）会計年度任用職員の人件費は、直接事業費に含まれます。（※3）正職員の人件費は、再任用職員の人件費を含みます。

国庫支出金

直接事業費（DC）

0

0.00

2

0

2

0

2,183,835

4,327

県支出金

地方債

その他 254

0

0

0

0

令和4年度 計画令和3年度 当初計画

0

0

0.00

2,188,2142,188,214

2,183,887

0

4,327

2,183,887

人
件
費

総費用（TC）

0

0

2,215,247

4,327

4,3278,922

３ ． コ ス ト の推移と 事業計画

コスト（単位：千円）
0

【財源の内訳】市有財産等管理事務費：24,358千円、各町公共施設整備事業交付金：2,159,529千円

0

0

 計画

財
源
内
訳

一般財源 2,183,835

-22,234

2,183,835

令和6年度 計画令和5年度 計画

-

0

令和3年度 令和4年度 令和5年度 令和6年度

実績額 当初計画額 当初予算額

2,188,214

0

正職員（※3）

歳
出

予測額 予測額

人件費割合（LC/TC） 0.00

0

4,327

4,327

-

0

8,922

0

0人件費合計（LC）

2,206,325

0.00

会計年度任用職員（※2）

． 備考4

2

0

50

0

50

2

0

50

0

主
な
事
業
内
容
（
年
次
計
画
）

・本庁舎集中管理車の運
行・修理・点検管理
・車両更新計画に基づく
計画的な集中管理車両の
更新
・庁用バスの運行委託管
理
・市有財産である建物及
び庁用車の保険事務処理
・各課が管理する土地、
建物等の財産台帳及び固
定資産台帳の管理
・各町所有の共有地処分
金の管理及び交付
・老朽化が進む庁用バス
の入れ替え

・本庁舎集中管理車の運
行、修理、点検管理
・車両更新計画に基づく
計画的な集中管理車両の
更新
・市有財産である建物及
び庁用車の保険事務処理
・各課が管理する土地、
建物等の財産台帳及び固
定資産台帳の管理
・各町所有の共有地処分
金の管理及び交付

・本庁舎集中管理車の運
行・修理・点検管理
・車両更新計画に基づく
計画的な集中管理車両の
更新
・市有財産である建物及
び庁用車の保険事務処理
・各課が管理する土地、
建物等の財産台帳及び固
定資産台帳の管理
・各町所有の共有地処分
金の管理及び交付

・本庁舎集中管理車の運
行、修理、点検管理
・車両更新計画に基づく
計画的な集中管理車両の
更新
・市有財産である建物及
び庁用車の保険事務処理
・各課が管理する土地、
建物等の財産台帳及び固
定資産台帳の管理
・各町所有の共有地処分
金の管理及び交付

一般財源増加額（前年度比）

314-428-



令和 年度実施計画4  

会計 款 項 目 事業

会計 款 項 目 事業

会計 款 項 目 事業

会計 款 項 目 事業

会計 款 項 目 事業

２ ． 指標の推移 ※（ ）1

年

目標

実績

目標

実績

見込 件 件 件 件 件

実績

見込 件 件 件 件 件

実績

（※1）事務事業分類が「ハード事業」又は「事務」の事業は、成果指標での評価が事業の性質にそぐわないため、活動指標のみを設定しています。

関連する
個別計画

　

　

　

9

活
動
①

0

令和3年度

14

9

7

活
動
②

設計委託業務の実施
件数

0

工事監理の実施件数

令和5年度 令和6年度令和4年度指標名

成
果
①

成
果
②

任意事務事務事業分類

基本目標①

⇒基本的方向①

基本目標②

⇒基本的方向②

総合戦略
の

位置づけ

関連する
予算事業

土木総務費

事務事業名
課室長名 岡田　正巳

政策

施策

5

担当課
都市マネジメント部公共建築
課営繕監理事務

２７　行政運営

市民とともに「かしはら」をつくる信頼の行政運営総合計画
の

位置づけ

１ ． 事務事業の概要

事業の
概要

●公共建築物の品質確保のため、各部局の新設工事・改修工事に関する設計及び工事監理等の営繕業務を実施
する。

土木費一般会計 営繕監理事務費土木管理費

1414

1

継続新規・継続区分

9

315 -429-



/0 /0 /0 /0 /0

/人数 /0 /1.65 /6.3 /6.3 /6.3

/0 /1.65 /6.3 /6.3 /6.3

524

383

-

（※2）会計年度任用職員の人件費は、直接事業費に含まれます。（※3）正職員の人件費は、再任用職員の人件費を含みます。

国庫支出金

直接事業費（DC）

0

0.99

0

0

0

0

524

38,941

県支出金

地方債

その他 0

0

0

0

0

令和4年度 計画令和3年度 当初計画

0

0

0.99

39,46539,341

524

0

38,941

400

人
件
費

総費用（TC）

0

0

10,536

38,941

38,94110,153

３ ． コ ス ト の推移と 事業計画

コスト（単位：千円）
0

0

0

 計画

財
源
内
訳

一般財源 400

17

524

令和6年度 計画令和5年度 計画

-

0

令和3年度 令和4年度 令和5年度 令和6年度

実績額 当初計画額 当初予算額

39,465

0

正職員（※3）

歳
出

予測額 予測額

人件費割合（LC/TC） 0.96

0

38,941

38,941

-

0

10,153

0

0人件費合計（LC）

383

0.99

会計年度任用職員（※2）

． 備考4

0

0

0

0

0

0

0

0

124

主
な
事
業
内
容
（
年
次
計
画
）

・新築工事及び改修工事
に関する設計図書の作成
・工事の施工管理
・設計、施工に係る計画
作成及び概算予算の算出
・各種研修会の参加

・改修工事に関する設計
図書の作成
・工事の施工管理
・設計、施工に係る計画
作成及び概算予算の算出
・各種研修会の参加

・新築工事及び改修工事
に関する設計図書の作成
・工事の施工管理
・設計、施工に係る計画
作成及び概算予算の算出
・各種研修会の参加

・新築工事及び改修工事
に関する設計図書の作成
・工事の施工管理
・設計、施工に係る計画
作成及び概算予算の算出
・各種研修会の参加

一般財源増加額（前年度比）

316-430-



令和 年度実施計画4  

会計 款 項 目 事業

会計 款 項 目 事業

会計 款 項 目 事業

会計 款 項 目 事業

会計 款 項 目 事業

２ ． 指標の推移 ※（ ）1

年

目標

実績

目標

実績

見込 日 日 日 日 日

実績

見込 回 回 回 回 回

実績

（※1）事務事業分類が「ハード事業」又は「事務」の事業は、成果指標での評価が事業の性質にそぐわないため、活動指標のみを設定しています。

関連する
個別計画

　

　

　

12

活
動
①

0

令和3年度

250

12

250

活
動
②

月次モニタリング実
施回数

0

屋内交流スペース利
用日数

令和5年度 令和6年度令和4年度指標名

成
果
①

成
果
②

義務的事務事務事業分類

基本目標①

⇒基本的方向①

基本目標②

⇒基本的方向②

総合戦略
の

位置づけ

関連する
予算事業

財産管理費

事務事業名
課室長名 高井　直樹

政策

施策

5

担当課 財務部分庁舎管理室
分庁舎等管理事務

２７　行政運営

市民とともに「かしはら」をつくる信頼の行政運営総合計画
の

位置づけ

１ ． 事務事業の概要

事業の
概要

●郵便業務及び文書器具の管理を行う。
●当該施設の適切な管理を行い、施設の活用を促進する。
●モニタリングにより適切かつ適正なPFI事業の実施及び管理を行い、快適で利便性の高い分庁舎機能を提供
するとともに、賑わいのあるまちづくりに貢献する。

総務費一般会計 分庁舎等管理運営費総務管理費

250250

12

継続新規・継続区分

12

317 -431-



/0 /1 /1 /1 /1

/人数 /0 /3.4 /3 /3 /3

/0 /4.4 /4 /4 /4

452,686

263,649

-

（※2）会計年度任用職員の人件費は、直接事業費に含まれます。（※3）正職員の人件費は、再任用職員の人件費を含みます。

国庫支出金

直接事業費（DC）

0

0.04

171

0

171

0

359,348

20,687

県支出金

地方債

その他 181,902

0

0

0

0

令和4年度 計画令和3年度 当初計画

0

0

0.04

471,229471,229

452,686

2,144

18,543

452,686

人
件
費

総費用（TC）

0

0

466,472

18,543

20,68722,961

３ ． コ ス ト の推移と 事業計画

コスト（単位：千円）
0

0

0

 計画

財
源
内
訳

一般財源 359,348

95,699

359,348

令和6年度 計画令和5年度 計画

-

0

令和3年度 令和4年度 令和5年度 令和6年度

実績額 当初計画額 当初予算額

471,229

2,144

正職員（※3）

歳
出

予測額 予測額

人件費割合（LC/TC） 0.05

2,144

18,543

20,687

-

2,040

20,921

0

0人件費合計（LC）

445,551

0.04

会計年度任用職員（※2）

． 備考4

0

0

93,167

0

93,167

171

0

93,167

0

主
な
事
業
内
容
（
年
次
計
画
）

①分庁舎文書庶務事業
輪転機等の文書器具につ
いて適正管理を行う。ま
た本庁舎との間で郵便物
等の集配を実施し、効率
的に仕分け、発送する。
②分庁舎管理活用事業
分庁舎の維持管理、運営
をPFI事業者により実施
させる。また屋内交流ス
ペース、展望施設におい
てイベントや周知活動を
実施する。
③八木駅南市有地活用事
業
事業者から提出される各
種報告書の精査や現場確
認等によるモニタリング
を実施することで、適切
なPFI事業の実施及び管
理を行う。

①分庁舎文書庶務事業
輪転機等の文書器具につ
いて適正管理を行う。ま
た本庁舎との間で郵便物
等の集配を実施し、効率
的に仕分け、発送する。
②分庁舎管理活用事業
分庁舎の維持管理、運営
をPFI事業者により実施
させる。また屋内交流ス
ペース、展望施設におい
てイベントや周知活動を
実施する。
③八木駅南市有地活用事
業
事業者から提出される各
種報告書の精査や現場確
認等によるモニタリング
を実施することで、適切
なPFI事業の実施及び管
理を行う。

①分庁舎文書庶務事業
輪転機等の文書器具につ
いて適正管理を行う。ま
た本庁舎との間で郵便物
等の集配を実施し、効率
的に仕分け、発送する。
②分庁舎管理活用事業
分庁舎の維持管理、運営
をPFI事業者により実施
させる。また屋内交流ス
ペース、展望施設におい
てイベントや周知活動を
実施する。
③八木駅南市有地活用事
業
事業者から提出される各
種報告書の精査や現場確
認等によるモニタリング
を実施することで、適切
なPFI事業の実施及び管
理を行う。

①分庁舎文書庶務事業
輪転機等の文書器具につ
いて適正管理を行う。ま
た本庁舎との間で郵便物
等の集配を実施し、効率
的に仕分け、発送する。
②分庁舎管理活用事業
分庁舎の維持管理、運営
をPFI事業者により実施
させる。また屋内交流ス
ペース、展望施設におい
てイベントや周知活動を
実施する。
③八木駅南市有地活用事
業
事業者から提出される各
種報告書の精査や現場確
認等によるモニタリング
を実施することで、適切
なPFI事業の実施及び管
理を行う。

一般財源増加額（前年度比）

318-432-



令和 年度実施計画4  

会計 款 項 目 事業

会計 款 項 目 事業

会計 款 項 目 事業

会計 款 項 目 事業

会計 款 項 目 事業

２ ． 指標の推移 ※（ ）1

年

目標

実績

目標

実績

見込 千円 千円 千円 千円 千円

実績

見込 件 件 件 件 件

実績

（※1）事務事業分類が「ハード事業」又は「事務」の事業は、成果指標での評価が事業の性質にそぐわないため、活動指標のみを設定しています。

関連する
個別計画

　

　

　

2

活
動
①

0

令和3年度

105,098

2

108,013

活
動
②

普通財産（土地）の
うち、売払件数

0

普通財産（土地）の
貸付金額

令和5年度 令和6年度令和4年度指標名

成
果
①

成
果
②

義務的事務事務事業分類

基本目標①

⇒基本的方向①

基本目標②

⇒基本的方向②

総合戦略
の

位置づけ

関連する
予算事業

財産管理費

事務事業名
課室長名 浅田　善規

政策

施策

5

担当課 財務部資産経営課
市有地管理事務

２７　行政運営

市民とともに「かしはら」をつくる信頼の行政運営総合計画
の

位置づけ

１ ． 事務事業の概要

事業の
概要

●普通財産（土地）の売却・貸付等による有効な利活用
●普通財産（土地）の適正管理

総務費一般会計 市有地管理事務費総務管理費

100,000100,000

1

継続新規・継続区分

2

319 -433-



/0 /0 /0 /0 /0

/人数 /0 /1.95 /2.2 /2.2 /2.2

/0 /1.95 /2.2 /2.2 /2.2

253,473

77,641

-

（※2）会計年度任用職員の人件費は、直接事業費に含まれます。（※3）正職員の人件費は、再任用職員の人件費を含みます。

国庫支出金

直接事業費（DC）

0

0.05

0

0

0

0

253,473

13,599

県支出金

地方債

その他 108,013

0

0

0

0

令和4年度 計画令和3年度 当初計画

0

0

0.05

267,072298,199

253,473

0

13,599

284,600

人
件
費

総費用（TC）

0

0

197,653

13,599

13,59911,999

３ ． コ ス ト の推移と 事業計画

コスト（単位：千円）
0

0

0

 計画

財
源
内
訳

一般財源 284,600

206,959

253,473

令和6年度 計画令和5年度 計画

-

0

令和3年度 令和4年度 令和5年度 令和6年度

実績額 当初計画額 当初予算額

267,072

0

正職員（※3）

歳
出

予測額 予測額

人件費割合（LC/TC） 0.06

0

13,599

13,599

-

0

11,999

0

0人件費合計（LC）

185,654

0.05

会計年度任用職員（※2）

． 備考4

0

0

0

0

0

0

0

0

-31,127

主
な
事
業
内
容
（
年
次
計
画
）

・普通財産（土地）の売
却・貸付等の利活用の推
進
・普通財産（土地）の売
却の促進のための、イン
ターネットを用いた公有
財産売却
・普通財産（土地）の適
正管理

・普通財産（土地）の売
却・貸付等の利活用の推
進
・普通財産（土地）の売
却の促進のための、イン
ターネットを用いた公有
財産売却
・普通財産（土地）の適
正管理

・普通財産（土地）の売
却・貸付等の利活用の推
進
・普通財産（土地）の売
却の促進のための、イン
ターネットを用いた公有
財産売却
・普通財産（土地）の適
正管理

・普通財産（土地）の売
却・貸付等の利活用の推
進
・普通財産（土地）の売
却の促進のための、イン
ターネットを用いた公有
財産売却
・普通財産（土地）の適
正管理

一般財源増加額（前年度比）

320-434-



令和 年度実施計画4  

会計 款 項 目 事業

会計 款 項 目 事業

会計 款 項 目 事業

会計 款 項 目 事業

会計 款 項 目 事業

２ ． 指標の推移 ※（ ）1

年

目標

実績

目標

実績

見込

実績

見込

実績

（※1）事務事業分類が「ハード事業」又は「事務」の事業は、成果指標での評価が事業の性質にそぐわないため、活動指標のみを設定しています。

関連する
個別計画

　

　

　

活
動
①

令和3年度

活
動
②

令和5年度 令和6年度令和4年度指標名

成
果
①

成
果
②

義務的事務事務事業分類

基本目標①

⇒基本的方向①

基本目標②

⇒基本的方向②

総合戦略
の

位置づけ

関連する
予算事業

一般管理費

事務事業名
課室長名 溝上　玄英

政策

施策

5

担当課 企画戦略部秘書広報課
秘書事務

２７　行政運営

市民とともに「かしはら」をつくる信頼の行政運営総合計画
の

位置づけ

１ ． 事務事業の概要

事業の
概要

●市長が円滑に公務を遂行できるよう、スケジュール管理を始め様々な秘書的事務を行う。

総務費一般会計 秘書事務費

姉妹・友好都市交流費 姉妹都市交流事業費

総務管理費

一般会計 総務費 総務管理費

継続新規・継続区分

321 -435-



/0 /1 /0 /0 /0

/人数 /0 /3.5 /3.2 /3.2 /3.2

/0 /4.5 /3.2 /3.2 /3.2

10,656

13,969

-

（※2）会計年度任用職員の人件費は、直接事業費に含まれます。（※3）正職員の人件費は、再任用職員の人件費を含みます。

国庫支出金

直接事業費（DC）

0

0.65

0

0

0

0

10,656

19,780

県支出金

地方債

その他 0

0

0

0

0

令和4年度 計画令和3年度 当初計画

0

0

0.65

30,43630,436

10,656

0

19,780

10,656

人
件
費

総費用（TC）

0

0

35,505

19,780

19,78023,480

３ ． コ ス ト の推移と 事業計画

コスト（単位：千円）
0

0

0

 計画

財
源
内
訳

一般財源 10,656

-3,313

10,656

令和6年度 計画令和5年度 計画

-

0

令和3年度 令和4年度 令和5年度 令和6年度

実績額 当初計画額 当初予算額

30,436

0

正職員（※3）

歳
出

予測額 予測額

人件費割合（LC/TC） 0.66

0

19,780

19,780

-

1,944

21,536

0

0人件費合計（LC）

13,969

0.65

会計年度任用職員（※2）

． 備考4

0

0

0

0

0

0

0

0

0

主
な
事
業
内
容
（
年
次
計
画
）

市長及び副市長のスケ
ジュール管理、来客対
応、随行、出張管理、移
動のための庁用車運行委
託など、秘書的業務とそ
の関連事務

市長のスケジュール管
理、来客対応、随行、出
張管理、移動のための庁
用車運行委託など、秘書
的業務とその関連事務

市長のスケジュール管
理、来客対応、随行、出
張管理、移動のための庁
用車運行委託など、秘書
的業務とその関連事務

市長のスケジュール管
理、来客対応、随行、出
張管理、移動のための庁
用車運行委託など、秘書
的業務とその関連事務

一般財源増加額（前年度比）

322-436-



令和 年度実施計画4  

会計 款 項 目 事業

会計 款 項 目 事業

会計 款 項 目 事業

会計 款 項 目 事業

会計 款 項 目 事業

２ ． 指標の推移 ※（ ）1

年

目標 ％ ％ ％ ％ ％

実績

目標 ％ ％ ％ ％ ％

実績

目標 ％ ％ ％ ％ ％

実績

目標 ％ ％ ％ ％ ％

実績

（※1）事務事業分類が「ハード事業」又は「事務」の事業は、成果指標での評価が事業の性質にそぐわないため、活動指標のみを設定しています。

関連する
個別計画

橿原市人材育成基本方針

100

　

　

80

85

活
動
①

0

0

85

0

令和3年度

75

75

85

95

70

活
動
②

派遣研修参加率
0

基本研修参加率

令和5年度 令和6年度令和4年度指標名

成
果
①

成
果
②

97.5

ソフト事業事務事業分類

基本目標①

⇒基本的方向①

基本目標②

⇒基本的方向②

総合戦略
の

位置づけ

関連する
予算事業

一般管理費

事務事業名
課室長名 竹村　直樹

政策

施策

5

担当課 企画戦略部人事課
職員能力向上事業

２７　行政運営

市民とともに「かしはら」をつくる信頼の行政運営総合計画
の

位置づけ

１ ． 事務事業の概要

事業の
概要

●各階層別に求められる教養に合わせた基本研修を行い、公務員としての自覚や職務遂行能力向上を行う一
方、各部署において求められる専門性を養うため、市町村国際文化研修所・全国建設研修センター等への派遣
研修を実施し、能動的な自己開発を行う。

総務費一般会計 職員能力向上事業費総務管理費

85

100

8080

基本研修参加による
満足度

派遣研修参加による
満足度

70

継続新規・継続区分

80

323 -437-



/0 /0 /0 /0 /0

/人数 /0 /1.3 /1.3 /1.3 /1.3

/0 /1.3 /1.3 /1.3 /1.3

1,775

3,140

-

（※2）会計年度任用職員の人件費は、直接事業費に含まれます。（※3）正職員の人件費は、再任用職員の人件費を含みます。

国庫支出金

直接事業費（DC）

0

0.82

0

0

0

0

1,515

8,036

県支出金

地方債

その他 380

0

0

0

0

令和4年度 計画令和3年度 当初計画

0

0

0.82

9,8119,811

1,775

0

8,036

1,775

人
件
費

総費用（TC）

0

0

11,519

8,036

8,0367,999

３ ． コ ス ト の推移と 事業計画

コスト（単位：千円）
0

0

0

 計画

財
源
内
訳

一般財源 1,515

-1,625

1,515

令和6年度 計画令和5年度 計画

-

0

令和3年度 令和4年度 令和5年度 令和6年度

実績額 当初計画額 当初予算額

9,811

0

正職員（※3）

歳
出

予測額 予測額

人件費割合（LC/TC） 0.69

0

8,036

8,036

-

0

7,999

0

0人件費合計（LC）

3,520

0.82

会計年度任用職員（※2）

． 備考4

0

0

260

0

260

0

0

260

0

基本研修
・各階層別研修
・人権問題研修
・新規採用職員研修

派遣研修
・市町村国際文化研修所
・市町村職員中央研修所
・奈良県市町村職員研修
センター
・NOMA

主
な
事
業
内
容
（
年
次
計
画
）

基本研修
・各階層別研修
・人権問題研修
・新規採用職員研修　等
派遣研修
・自治大学校
・市町村国際文化研修所
・市町村職員中央研修所
・全国建設研修センター
・国土交通大学校
・奈良県市町村職員研修
センター
・NOMA　等

基本研修
・各階層別研修
・人権問題研修
・新規採用職員研修　等
派遣研修
・市町村国際文化研修所
・全国建設研修センター
・国土交通大学校
・奈良県市町村職員研修
センター
・NOMA　等

基本研修
・各階層別研修
・人権問題研修
・新規採用職員研修　等
派遣研修
・市町村国際文化研修所
・全国建設研修センター
・国土交通大学校
・奈良県市町村職員研修
センター
・NOMA　等

基本研修
・各階層別研修
・人権問題研修
・新規採用職員研修　等
派遣研修
・市町村国際文化研修所
・全国建設研修センター
・国土交通大学校
・奈良県市町村職員研修
センター
・NOMA　等

一般財源増加額（前年度比）

324-438-



令和 年度実施計画4  

会計 款 項 目 事業

会計 款 項 目 事業

会計 款 項 目 事業

会計 款 項 目 事業

会計 款 項 目 事業

２ ． 指標の推移 ※（ ）1

年

目標

実績

目標

実績

見込 人 人 人 人 人

実績

見込

実績

（※1）事務事業分類が「ハード事業」又は「事務」の事業は、成果指標での評価が事業の性質にそぐわないため、活動指標のみを設定しています。

関連する
個別計画

橿原市定員管理計画

橿原市人材育成基本方針

　

活
動
①

0

令和3年度

919933

活
動
②

職員数

令和5年度 令和6年度令和4年度指標名

成
果
①

成
果
②

義務的事務事務事業分類

基本目標①

⇒基本的方向①

基本目標②

⇒基本的方向②

総合戦略
の

位置づけ

関連する
予算事業

一般管理費

事務事業名
課室長名 竹村　直樹

政策

施策

5

担当課 企画戦略部人事課
人事・給与管理事務

２７　行政運営

市民とともに「かしはら」をつくる信頼の行政運営総合計画
の

位置づけ

１ ． 事務事業の概要

事業の
概要

●職員の採用・昇格試験等、人事管理事務を適正に行う。
●職員の諸給与や退職手当を条例や規則に基づき算定し、支給する。
●労働安全衛生法に基づき、産業医と連携し、正規職員及び会計年度任用職員に対し、職員健康診断、ストレ
スチェック、過重労働対策を適正に実施する。また、新規採用予定職員に雇入れ健康診断を実施する。

総務費一般会計 人事・給与管理事務費総務管理費

944933

継続新規・継続区分

325 -439-



/0 /0 /0 /0 /0

/人数 /0 /9.4 /9.4 /9.4 /9.4

/0 /9.4 /9.4 /9.4 /9.4

67,383

67,538

-

（※2）会計年度任用職員の人件費は、直接事業費に含まれます。（※3）正職員の人件費は、再任用職員の人件費を含みます。

国庫支出金

直接事業費（DC）

0

0.46

0

0

0

0

63,237

58,102

県支出金

地方債

その他 9,572

0

0

0

0

令和4年度 計画令和3年度 当初計画

0

0

0.46

126,125125,485

68,023

0

58,102

67,383

人
件
費

総費用（TC）

0

0

134,949

58,102

58,10257,839

３ ． コ ス ト の推移と 事業計画

コスト（単位：千円）
0

0

-640

 計画

財
源
内
訳

一般財源 63,237

-4,301

63,877

令和6年度 計画令和5年度 計画

-

0

令和3年度 令和4年度 令和5年度 令和6年度

実績額 当初計画額 当初予算額

125,485

0

正職員（※3）

歳
出

予測額 予測額

人件費割合（LC/TC） 0.43

0

58,102

58,102

-

0

57,839

0

0人件費合計（LC）

77,110

0.46

会計年度任用職員（※2）

． 備考4

0

0

4,146

0

4,146

0

0

4,146

640

主
な
事
業
内
容
（
年
次
計
画
）

・人事管理事務（職員採
用、昇格試験等の実施）
・給与等支給事務
・健康診断の実施

・人事管理事務（昇格試
験等の実施）
・給与等支給事務
・健康診断の実施

・人事管理事務（職員採
用、昇格試験等の実施）
・給与等支給事務
・健康診断の実施

・人事管理事務（昇格試
験等の実施）
・給与等支給事務
・健康診断の実施

一般財源増加額（前年度比）

326-440-



令和 年度実施計画4  

会計 款 項 目 事業

会計 款 項 目 事業

会計 款 項 目 事業

会計 款 項 目 事業

会計 款 項 目 事業

２ ． 指標の推移 ※（ ）1

年

目標

実績

目標

実績

見込 ％ ％ ％ ％ ％

実績

見込

実績

（※1）事務事業分類が「ハード事業」又は「事務」の事業は、成果指標での評価が事業の性質にそぐわないため、活動指標のみを設定しています。

関連する
個別計画

　

　

　

償還金及び還付加算金 保険税過誤納還付金

活
動
①

0

償還金及び還付加算金

令和3年度

9595

活
動
②

市税徴収率（収納額
／調定額）

令和5年度 令和6年度令和4年度指標名

成
果
①

成
果
②

義務的事務事務事業分類

基本目標①

⇒基本的方向①

基本目標②

⇒基本的方向②

総合戦略
の

位置づけ

関連する
予算事業

徴収費

事務事業名
課室長名 山口　慎司

政策

施策

5

担当課 財務部収税課
市税徴収事務

２７　行政運営

市民とともに「かしはら」をつくる信頼の行政運営総合計画
の

位置づけ

１ ． 事務事業の概要

事業の
概要

●将来にわたり持続可能な行政運営を行うための安定した自主財源としての税収確保を図る。
●市民に対し自主納税を促す取り組みを行い、また滞納者に対しては、法律に基づき財産調査を行った上で、
適切な滞納整理を行うことで、滞納額の縮減に取り組む。

総務費一般会計

国民健康保険特別会計 総務費

市税徴収事務費

諸費 税収入還付金

賦課徴収費 国民健康保険税徴収事務費

徴税費

一般会計

徴税費

総務費 総務管理費

国民健康保険特別会計 諸支出金

9595

継続新規・継続区分

327 -441-



/0 /3.23 /3.23 /3 /3

/人数 /0 /14 /13 /13 /13

/0 /17.23 /16.23 /16 /16

100,630

101,405

-

（※2）会計年度任用職員の人件費は、直接事業費に含まれます。（※3）正職員の人件費は、再任用職員の人件費を含みます。

国庫支出金

直接事業費（DC）

0

0.47

0

0

0

0

98,190

84,497

県支出金

地方債

その他 2,665

0

0

0

0

令和4年度 計画令和3年度 当初計画

0

0

0.47

180,941191,291

100,588

4,144

80,353

110,938

人
件
費

総費用（TC）

0

0

190,212

80,353

87,04293,941

３ ． コ ス ト の推移と 事業計画

コスト（単位：千円）
0

（一般会計）税務関係手数料390、督促手数料900、処分費用等負担金650
（特別会計）督促手数料500

0

42

 計画

財
源
内
訳

一般財源 108,498

7,093

98,148

令和6年度 計画令和5年度 計画

-

0

令和3年度 令和4年度 令和5年度 令和6年度

実績額 当初計画額 当初予算額

180,983

4,144

正職員（※3）

歳
出

予測額 予測額

人件費割合（LC/TC） 0.49

6,689

80,353

84,497

-

7,799

86,142

0

0人件費合計（LC）

104,070

0.46

会計年度任用職員（※2）

． 備考4

0

0

2,440

0

2,440

0

0

2,440

-10,350

主
な
事
業
内
容
（
年
次
計
画
）

広報誌やＨＰ等による自
主納税・口座振替を推進
する。また、滞納の早期
解決を図るため、市税徴
収方針に基づき、積極的
に納税相談に応じ、滞納
者の生活実態を十分に考
慮した上で適切な対応を
行う。なお、担税能力が
あるにもかかわらず、納
付誠意の無い滞納者に対
しては、公平・公正な税
負担の観点からも税法に
基づき毅然とした措置を
講じるとともに、換価性
の高い預貯金、給与、保
険類を中心に滞納処分の
強化を図る。

広報誌やＨＰ等による自
主納税・口座振替を推進
する。また、滞納の早期
解決を図るため、市税徴
収方針に基づき、積極的
に納税相談に応じ、滞納
者の生活実態を十分に考
慮した上で適切な対応を
行う。なお、担税能力が
あるにもかかわらず、納
付誠意の無い滞納者に対
しては、公平・公正な税
負担の観点からも税法に
基づき毅然とした措置を
講じるとともに、換価性
の高い預貯金、給与、保
険類を中心に滞納処分の
強化を図る。

広報誌やＨＰ等による自
主納税・口座振替を推進
する。また、滞納の早期
解決を図るため、市税徴
収方針に基づき、積極的
に納税相談に応じ、滞納
者の生活実態を十分に考
慮した上で適切な対応を
行う。なお、担税能力が
あるにもかかわらず、納
付誠意の無い滞納者に対
しては、公平・公正な税
負担の観点からも税法に
基づき毅然とした措置を
講じるとともに、換価性
の高い預貯金、給与、保
険類を中心に滞納処分の
強化を図る。

広報誌やＨＰ等による自
主納税・口座振替を推進
する。また、滞納の早期
解決を図るため、市税徴
収方針に基づき、積極的
に納税相談に応じ、滞納
者の生活実態を十分に考
慮した上で適切な対応を
行う。なお、担税能力が
あるにもかかわらず、納
付誠意の無い滞納者に対
しては、公平・公正な税
負担の観点からも税法に
基づき毅然とした措置を
講じるとともに、換価性
の高い預貯金、給与、保
険類を中心に滞納処分の
強化を図る。

一般財源増加額（前年度比）

328-442-



令和 年度実施計画4  

会計 款 項 目 事業

会計 款 項 目 事業

会計 款 項 目 事業

会計 款 項 目 事業

会計 款 項 目 事業

２ ． 指標の推移 ※（ ）1

年

目標

実績

目標

実績

見込 件 件 件 件 件

実績

見込 ％ ％ ％ ％ ％

実績

（※1）事務事業分類が「ハード事業」又は「事務」の事業は、成果指標での評価が事業の性質にそぐわないため、活動指標のみを設定しています。

関連する
個別計画

橿原市財政計画

　

　

74

活
動
①

0

令和3年度

3,400

72

3,000

活
動
②

軽自動車税納税通知
書返戻調査後送達率
（送達数／返戻件
数）

0

市県民税申告相談件
数

令和5年度 令和6年度令和4年度指標名

成
果
①

成
果
②

義務的事務事務事業分類

基本目標①

⇒基本的方向①

基本目標②

⇒基本的方向②

総合戦略
の

位置づけ

関連する
予算事業

賦課費

事務事業名
課室長名 髙瀬　友己

政策

施策

5

担当課 財務部市民税課
市民税等賦課事務

２７　行政運営

市民とともに「かしはら」をつくる信頼の行政運営総合計画
の

位置づけ

１ ． 事務事業の概要

事業の
概要

●市県民税については、税制改正に的確に対応し、各課税システムの運用のもと、給与支払報告書・確定申告
書・市民税県民税申告書等の課税資料から税額を計算し、納税義務者に対し納税通知書を発布する。
●軽自動車税（種別割）については、窓口での原動機付自転車等の申告及び、奈良県市長会や地方公共団体情
報システム機構から送られてくる軽自動車検査協会で受付された申請書とデータに基づき適正な課税を行う。

総務費一般会計 市民税等賦課事務費徴税費

3,2003,300

70

継続新規・継続区分

75

329 -443-



/0 /6 /4.8 /4.4 /4.4

/人数 /0 /9.15 /8.8 /8.8 /8.8

/0 /15.15 /13.6 /13.2 /13.2

54,150

0

-

（※2）会計年度任用職員の人件費は、直接事業費に含まれます。（※3）正職員の人件費は、再任用職員の人件費を含みます。

国庫支出金

直接事業費（DC）

50,829

0.61

0

48,052

0

50,417

0

66,116

県支出金

地方債

その他 4,683

0

0

0

0

令和4年度 計画令和3年度 当初計画

49,046

0

0.61

107,549111,775

53,156

11,723

54,393

57,382

人
件
費

総費用（TC）

0

0

111,812

54,393

66,06166,343

３ ． コ ス ト の推移と 事業計画

コスト（単位：千円）
0

0

0

 計画

財
源
内
訳

一般財源 1,861

1,861

0

令和6年度 計画令和5年度 計画

-

0

令和3年度 令和4年度 令和5年度 令和6年度

実績額 当初計画額 当初予算額

108,543

11,748

正職員（※3）

歳
出

予測額 予測額

人件費割合（LC/TC） 0.59

11,668

54,393

66,141

-

10,043

56,300

0

0人件費合計（LC）

55,512

0.59

会計年度任用職員（※2）

． 備考4

0

0

5,104

0

5,104

0

0

5,104

-1,861

主
な
事
業
内
容
（
年
次
計
画
）

（市県民税）
～５月　税額計算
５月　特徴決定通知書送
付
６月　普徴納税通知書送
付
７月～11月　各種調査
等
１月　給報処理
２月～３月　申告相談受
付

（軽自動車税（種別
割））
５月　納税通知書発送
随時　原動機付自転車等
の申告
　　　軽自動車の登録・
廃車等の異動に伴う処理
　　　所有者不明車両調
査

（市県民税）
～５月　税額計算
５月　特徴決定通知書送
付
６月　普徴納税通知書送
付
７月～11月　各種調査
等
１月　給報処理
２月～３月　申告相談受
付

（軽自動車税（種別
割））
５月　納税通知書発送
随時　原動機付自転車等
の申告
　　　軽自動車の登録・
廃車等の異動に伴う処理
　　所有者不明車両調査

（市県民税）
～５月　税額計算
５月　特徴決定通知書送
付
６月　普徴納税通知書送
付
７月～11月　各種調査
等
１月　給報処理
２月～３月　申告相談受
付

（軽自動車税（種別
割））
５月　納税通知書発送
随時　原動機付自転車等
の申告
　　　軽自動車の登録・
廃車等の異動に伴う処理
　　所有者不明車両調査

（市県民税）
～５月　税額計算
５月　特徴決定通知書送
付
６月　普徴納税通知書送
付
７月～11月　各種調査
等
１月　給報処理
２月～３月　申告相談受
付

（軽自動車税（種別
割））
５月　納税通知書発送
随時　原動機付自転車等
の申告
　　　軽自動車の登録・
廃車等の異動に伴う処理
　　所有者不明車両調査

一般財源増加額（前年度比）

330-444-



令和 年度実施計画4  

会計 款 項 目 事業

会計 款 項 目 事業

会計 款 項 目 事業

会計 款 項 目 事業

会計 款 項 目 事業

２ ． 指標の推移 ※（ ）1

年

目標

実績

目標

実績

見込 ％ ％ ％ ％ ％

実績

見込

実績

（※1）事務事業分類が「ハード事業」又は「事務」の事業は、成果指標での評価が事業の性質にそぐわないため、活動指標のみを設定しています。

関連する
個別計画

橿原市財政計画

　

　

活
動
①

0

令和3年度

3626

活
動
②

転入者申告率（申告
者数／申告案内送付
者数）

令和5年度 令和6年度令和4年度指標名

成
果
①

成
果
②

義務的事務事務事業分類

基本目標①

⇒基本的方向①

基本目標②

⇒基本的方向②

総合戦略
の

位置づけ

関連する
予算事業

賦課徴収費

事務事業名
課室長名 髙瀬　友己

政策

施策

5

担当課 財務部市民税課
国民健康保険税賦課事務

２７　行政運営

市民とともに「かしはら」をつくる信頼の行政運営総合計画
の

位置づけ

１ ． 事務事業の概要

事業の
概要

●国民健康保険の被保険者に対し、適正な課税事務を遂行し財政の健全化を推進する。

総務費国民健康保険特別会計 国民健康保険税賦課事務費徴税費

4038

継続新規・継続区分

331 -445-



/0 /0.6 /0.6 /1 /1

/人数 /0 /3.7 /3.6 /3.6 /3.6

/0 /4.3 /4.2 /4.6 /4.6

11,884

10,153

-

（※2）会計年度任用職員の人件費は、直接事業費に含まれます。（※3）正職員の人件費は、再任用職員の人件費を含みます。

国庫支出金

直接事業費（DC）

0

0.72

0

0

0

0

11,884

24,565

県支出金

地方債

その他 0

0

0

0

0

令和4年度 計画令和3年度 当初計画

0

0

0.72

34,03632,780

11,784

2,313

22,252

10,528

人
件
費

総費用（TC）

0

0

32,920

22,252

23,37124,125

３ ． コ ス ト の推移と 事業計画

コスト（単位：千円）
0

0

100

 計画

財
源
内
訳

一般財源 10,528

375

11,784

令和6年度 計画令和5年度 計画

-

0

令和3年度 令和4年度 令和5年度 令和6年度

実績額 当初計画額 当初予算額

34,136

2,313

正職員（※3）

歳
出

予測額 予測額

人件費割合（LC/TC） 0.73

1,119

22,252

24,565

-

1,358

22,767

0

0人件費合計（LC）

10,153

0.71

会計年度任用職員（※2）

． 備考4

0

0

0

0

0

0

0

0

1,256

主
な
事
業
内
容
（
年
次
計
画
）

国民健康保険の加入状況
に伴い、申告された収入
状況、転入者は前市町村
への所得照会の回答を基
に、７月に当初の税額決
定を行い納付書を送付す
る。以後、資格・所得の
変更等に応じて更正を行
い通知する。
前年の所得の未申告者に
対しては申告（転入者に
ついては前市町村での申
告）を促し、申告された
額により政令軽減（７
割・５割・２割）を適用
することで収納率の向上
につなげる。

国民健康保険の加入状況
に伴い、申告された収入
状況、転入者は前市町村
への所得照会の回答を基
に、７月に当初の税額決
定を行い納付書を送付す
る。以後、資格・所得の
変更等に応じて更正を行
い通知する。
前年の所得の未申告者に
対しては申告（転入者は
前市町村での申告）を促
し、低所得者に対して政
令軽減（７割・５割・２
割）を適用することによ
り適正な課税に努める。

国民健康保険の加入状況
に伴い、申告された収入
状況、転入者は前市町村
への所得照会の回答を基
に、７月に当初の税額決
定を行い納付書を送付す
る。以後、資格・所得の
変更等に応じて更正を行
い通知する。
前年の所得の未申告者に
対しては申告（転入者は
前市町村での申告）を促
し、低所得者に対して政
令軽減（７割・５割・２
割）を適用することによ
り適正な課税に努める。

国民健康保険の加入状況
に伴い、申告された収入
状況、転入者は前市町村
への所得照会の回答を基
に、７月に当初の税額決
定を行い納付書を送付す
る。以後、資格・所得の
変更等に応じて更正を行
い通知する。
前年の所得の未申告者に
対しては申告（転入者は
前市町村での申告）を促
し、低所得者に対して政
令軽減（７割・５割・２
割）を適用することによ
り適正な課税に努める。

一般財源増加額（前年度比）

332-446-
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会計 款 項 目 事業

会計 款 項 目 事業

会計 款 項 目 事業

会計 款 項 目 事業

会計 款 項 目 事業

２ ． 指標の推移 ※（ ）1

年

目標

実績

目標

実績

見込 筆 筆 筆 筆 筆

実績

見込 件 件 件 件 件

実績

（※1）事務事業分類が「ハード事業」又は「事務」の事業は、成果指標での評価が事業の性質にそぐわないため、活動指標のみを設定しています。

関連する
個別計画

橿原市財政計画

　

　

500

活
動
①

0

令和3年度

5,000

500

5,000

活
動
②

新増築家屋調査件数
0

土地異動処理筆数

令和5年度 令和6年度令和4年度指標名

成
果
①

成
果
②

義務的事務事務事業分類

基本目標①

⇒基本的方向①

基本目標②

⇒基本的方向②

総合戦略
の

位置づけ

関連する
予算事業

賦課費

事務事業名
課室長名 中村　邦義

政策

施策

5

担当課 財務部資産税課
固定資産税等賦課事務

２７　行政運営

市民とともに「かしはら」をつくる信頼の行政運営総合計画
の

位置づけ

１ ． 事務事業の概要

事業の
概要

●固定資産税とは、土地、家屋、償却資産といった固定資産を課税客体とし、賦課期日（1月1日）における所
有者を納税義務者として課税される税金です。都市計画税と合わせると一般会計市税総額の５０％近くを占め
る基幹税目であり、行政サービスの維持に不可欠の財源となります。
●課税業務においては、固定資産の評価を適正かつ公平に行い、業務を効率化するため、各種システムを導入
しています。

総務費一般会計 固定資産税等賦課事務費徴税費

5,5006,700

500

継続新規・継続区分

500

333 -447-



/0 /2.16 /2.16 /2.16 /2.16

/人数 /0 /12 /12 /12 /12

/0 /14.16 /14.16 /14.16 /14.16

36,944

34,682

-

（※2）会計年度任用職員の人件費は、直接事業費に含まれます。（※3）正職員の人件費は、再任用職員の人件費を含みます。

国庫支出金

直接事業費（DC）

0

0.64

0

0

0

0

35,374

78,731

県支出金

地方債

その他 1,770

0

0

0

0

令和4年度 計画令和3年度 当初計画

0

0

0.71

123,876144,348

49,704

4,559

74,172

70,176

人
件
費

総費用（TC）

0

0

110,288

74,172

78,73178,226

３ ． コ ス ト の推移と 事業計画

コスト（単位：千円）
0

0

-12,760

 計画

財
源
内
訳

一般財源 68,606

33,924

48,134

令和6年度 計画令和5年度 計画

-

0

令和3年度 令和4年度 令和5年度 令和6年度

実績額 当初計画額 当初予算額

111,116

4,559

正職員（※3）

歳
出

予測額 予測額

人件費割合（LC/TC） 0.71

4,559

74,172

78,731

-

4,390

73,836

0

0人件費合計（LC）

36,452

0.55

会計年度任用職員（※2）

． 備考4

0

0

1,570

0

1,570

0

0

1,570

-20,472

主
な
事
業
内
容
（
年
次
計
画
）

固定資産税・都市計画税
の賦課及びその関連業務
を行う。主な内容は以下
のとおり。
納税義務者調査、納付書
発送、各種証明書発行、
各種調書作成業務、路線
価付設、時点修正等、土
地現地調査及び評価、新
増築家屋評価、各種取毀
調査、土地家屋税務通知
処理業務、償却資産納税
義務者把握、申告書発
送、申告書入力業務、シ
ステムの維持メンテナン
ス等

固定資産税・都市計画税
の賦課及びその関連業務
を行う。主な内容は以下
のとおり。
納税義務者調査、納付書
発送、各種証明書発行、
各種調書作成業務、路線
価付設、時点修正等、土
地現地調査及び評価、新
増築家屋評価、各種取毀
調査、土地家屋税務通知
処理業務、償却資産納税
義務者把握、申告書発
送、申告書入力業務、シ
ステムの維持メンテナン
ス等、標準宅地鑑定委託
業務、航空写真図化委託
業務。
納付書に地方税統一ＱＲ
コード等を付す。

評価替作業年度に当たる
ため、土地においては全
筆の見直し等、家屋にお
いては評価基準改正に伴
う見直しを行う。主な内
容は以下のとおり。
納税義務者調査、納付書
発送、各種証明書発行、
各種調書作成業務、路線
価付設、時点修正等、土
地現地調査及び評価、新
増築家屋評価、各種取毀
調査、土地家屋税務通知
処理業務、償却資産納税
義務者把握、申告書発
送、申告書入力業務、シ
ステムの維持メンテナン
ス等。
標準化基準に適合した基
幹業務システムへの移行
準備をする。

固定資産税・都市計画税
の賦課及びその関連業務
を行う。主な内容は以下
のとおり。
納税義務者調査、納付書
発送、各種証明書発行、
各種調書作成業務、路線
価付設、時点修正等、土
地現地調査及び評価、新
増築家屋評価、各種取毀
調査、土地家屋税務通知
処理業務、償却資産納税
義務者把握、申告書発
送、申告書入力業務、シ
ステムの維持メンテナン
ス等。
標準化基準に適合した基
幹業務システムへ移行す
る。

一般財源増加額（前年度比）

334-448-



令和 年度実施計画4  

会計 款 項 目 事業

会計 款 項 目 事業

会計 款 項 目 事業

会計 款 項 目 事業

会計 款 項 目 事業

２ ． 指標の推移 ※（ ）1

年

目標 時間 時間 時間 時間 時間

実績

目標 ％ ％ ％ ％ ％

実績

目標 件 件 件 件 件

実績

目標

実績

（※1）事務事業分類が「ハード事業」又は「事務」の事業は、成果指標での評価が事業の性質にそぐわないため、活動指標のみを設定しています。

関連する
個別計画

　

50

　

　

25,000

活
動
①

0

0

10,400

0

令和3年度

30

0

0

5

活
動
②

デジタル技術を活用
した庁内外業務の課
題解決方法の提示

令和5年度 令和6年度令和4年度指標名

成
果
①

成
果
②

15

ソフト事業事務事業分類

基本目標①

⇒基本的方向①

基本目標②

⇒基本的方向②

総合戦略
の

位置づけ

関連する
予算事業

目標②　新たな人の流れや交流を盛んにする魅力づくり

②-1幅広い橿原の魅力発信を進めます

目標④　安心して健康に暮らせるまちづくり

④-1地域住民と連携したまちづくりを進めます

企画費

事務事業名
課室長名 山本　久敬

政策

施策

5

担当課 企画戦略部デジタル戦略課
ＩＣＴ推進事業

２７　行政運営

市民とともに「かしはら」をつくる信頼の行政運営総合計画
の

位置づけ

１ ． 事務事業の概要

事業の
概要

①ＩＣＴ技術を活用し、内部事務のペーパーレス化、オンライン化等を推進し、効率的で生産性の高い業務方
式を全庁に展開することにより、市民の利便性の向上とコスト削減を行う。
②行施手続きのオンライン化、キャッシュレス化等を検討し、市民にとってわかりやすく、スムーズな手続き
を行える市役所の実現に向けて仕組みづくりを推進する。
③「スマートシティ協議会（仮称）」を設立し、橿原市にとって、どのようなＩＣＴ技術を用いたサービスが
必要か、を官民連携して議論する場を提供する。このことにより、橿原市が経済発展と社会的課題の解決を両
立することを実現する「Society5.0」社会の実現を目指す。また、そのために、基盤となる通信網の実証実験
を行い、効果の測定を始める。

総務費一般会計 ＩＣＴ推進事業費

企画費 ＩＣＴ推進事業費（繰越明許）

総務管理費

一般会計 総務費 総務管理費

13,900

70

3030

デジタル技術の活用
により削減した職員
の業務時間（推計時
間／対前年）

行政手続きのオンラ
イン化（オンライン
化手続き数÷全手続
き数）

継続新規・継続区分

335 -449-



/0 /0 /0 /0 /0

/人数 /0 /5 /5.95 /5.95 /5.95

/0 /5 /5.95 /5.95 /5.95

10,758

4,959

-

（※2）会計年度任用職員の人件費は、直接事業費に含まれます。（※3）正職員の人件費は、再任用職員の人件費を含みます。

国庫支出金

直接事業費（DC）

0

0.77

0

0

40,180

0

10,758

36,777

県支出金

地方債

その他 0

0

0

0

0

令和4年度 計画令和3年度 当初計画

0

0

0.77

47,53589,772

10,758

0

36,777

52,995

人
件
費

総費用（TC）

0

0

35,724

36,777

36,77730,765

３ ． コ ス ト の推移と 事業計画

コスト（単位：千円）
0

0

0

 計画

財
源
内
訳

一般財源 12,815

7,856

10,758

令和6年度 計画令和5年度 計画

-

0

令和3年度 令和4年度 令和5年度 令和6年度

実績額 当初計画額 当初予算額

47,535

0

正職員（※3）

歳
出

予測額 予測額

人件費割合（LC/TC） 0.86

0

36,777

36,777

-

0

30,765

0

0人件費合計（LC）

4,959

0.41

会計年度任用職員（※2）

． 備考4

0

0

0

0

0

0

0

0

-2,057

主
な
事
業
内
容
（
年
次
計
画
）

①デジタル推進宣言を行
うことにより、デジタル
化推進を強くアピールす
る。
②避難所の混雑状況を見
える化するなど、デジタ
ルを用いた対市民向けの
サービスを導入する。
③ペーパーレス会議や電
子契約を導入し、紙の削
減、業務の効率化を図
る。
④ＧＩＧＡスクールの推
進など、教育分野でのＩ
ＣＴ化を支援する。
⑤スマートシティの実現
に向けて、必要な基盤整
備や協議会の設立などに
ついて検討を行う。

①橿原市ＤＸ推進計画を
策定し、庁内外のデジタ
ル化を推進する。
②庁内ＬＡＮを無線化
し、ペーパーレス／オン
ライン会議を推進する。
③行政手続きを一覧化
し、優先度判定を行った
上で、オンライン化に着
手する。
④庁内のＤＸ化に関し
て、庁内横断で議論を推
進できる仕組みを整え、
デジタル化に対応できる
人材を育成する。
⑤（仮称）スマートシ
ティ協議会を設立し、よ
り具体的なデジタル行政
サービスを議論する。そ
のために基盤となる通信
網の実証実験を行う。

（仮称）橿原市ＤＸ推進
計画に基づいた庁内外の
デジタル化の状況に応
じ、適宜事業計画を修正
し、実施していく。

（仮称）橿原市ＤＸ推進
計画に基づいた庁内外の
デジタル化の状況に応
じ、適宜事業計画を修正
し、実施していく。

一般財源増加額（前年度比）

336-450-



令和 年度実施計画4  

会計 款 項 目 事業

会計 款 項 目 事業

会計 款 項 目 事業

会計 款 項 目 事業

会計 款 項 目 事業

２ ． 指標の推移 ※（ ）1

年

目標

実績

目標

実績

見込 回 回 回 回 回

実績

見込

実績

（※1）事務事業分類が「ハード事業」又は「事務」の事業は、成果指標での評価が事業の性質にそぐわないため、活動指標のみを設定しています。

関連する
個別計画

　

　

　

統計調査費 住宅・土地統計調査・調査単位区設定事務費

活
動
①

0

統計調査費

令和3年度

11

活
動
②

基幹統計調査回数

令和5年度 令和6年度令和4年度指標名

成
果
①

成
果
②

義務的事務事務事業分類

基本目標①

⇒基本的方向①

基本目標②

⇒基本的方向②

総合戦略
の

位置づけ

関連する
予算事業

統計調査総務費

事務事業名
課室長名 清水　千恵美

政策

施策

5

担当課 企画戦略部企画政策課
統計調査事務

２７　行政運営

市民とともに「かしはら」をつくる信頼の行政運営総合計画
の

位置づけ

１ ． 事務事業の概要

事業の
概要

●法定受託事務として、各種統計調査、調査員確保対策を行う。
●橿原市統計書等の統計情報を市民等に発信する。
（毎年度）統計調査員確保対策事業
（Ｒ４度）就業構造基本調査、経済センサス調査区管理
（Ｒ５度）住宅・土地統計調査・・・前年度に単位区設定
（Ｒ６度）国勢調査単位区設定、経済センサス‐基礎調査、全国家計構造調査、農林業センサス

総務費一般会計

一般会計 総務費

統計調査事務費

統計調査費 経済センサス調査区管理事務費

統計調査費 就業構造基本調査事務費

統計調査費

一般会計

統計調査費

総務費 統計調査費

一般会計 総務費

41

継続新規・継続区分

337 -451-



/0 /0.6 /0.6 /0.6 /2

/人数 /0 /1.2 /1.55 /1.55 /1.55

/0 /1.8 /2.15 /2.15 /3.55

7,355

699

-

（※2）会計年度任用職員の人件費は、直接事業費に含まれます。（※3）正職員の人件費は、再任用職員の人件費を含みます。

国庫支出金

直接事業費（DC）

6,349

0.62

0

4,752

0

3,834

706

9,884

県支出金

地方債

その他 0

0

0

0

0

令和4年度 計画令和3年度 当初計画

6,649

0

0.67

15,98114,102

6,400

303

9,581

4,521

人
件
費

総費用（TC）

0

0

14,432

9,581

10,0127,918

３ ． コ ス ト の推移と 事業計画

コスト（単位：千円）
0

0

-942

 計画

財
源
内
訳

一般財源 687

-12

1,648

令和6年度 計画令和5年度 計画

-

0

令和3年度 令和4年度 令和5年度 令和6年度

実績額 当初計画額 当初予算額

16,936

1,800

正職員（※3）

歳
出

予測額 予測額

人件費割合（LC/TC） 0.55

431

9,581

11,381

-

534

7,384

0

0人件費合計（LC）

7,048

0.71

会計年度任用職員（※2）

． 備考4

0

0

0

0

0

0

0

0

961

主
な
事
業
内
容
（
年
次
計
画
）

統計調査員確保対策事
業、橿原市統計書等の作
成。
＜基幹統計調査＞
経済センサス‐活動調
査、経済センサス調査区
管理

統計調査員確保対策事
業、橿原市統計書等の作
成。
＜基幹統計調査＞
就業構造基本調査、経済
センサス調査区管理、Ｒ
５度住宅・土地統計調査
単位区設定

統計調査員確保対策事
業、橿原市統計書等の作
成。
＜基幹統計調査＞
住宅・土地統計調査

統計調査員確保対策事
業、橿原市統計書等の作
成。
＜基幹統計調査＞
国勢調査単位区設定、経
済センサス‐基礎調査、
全国家計構造調査、農林
業センサス

一般財源増加額（前年度比）

338-452-



令和 年度実施計画4  

会計 款 項 目 事業

会計 款 項 目 事業

会計 款 項 目 事業

会計 款 項 目 事業

会計 款 項 目 事業

２ ． 指標の推移 ※（ ）1

年

目標

実績

目標

実績

見込 回 回 回 回 回

実績

見込 回 回 回 回 回

実績

（※1）事務事業分類が「ハード事業」又は「事務」の事業は、成果指標での評価が事業の性質にそぐわないため、活動指標のみを設定しています。

関連する
個別計画

　

　

　

16

活
動
①

0

令和3年度

3

16

2

活
動
②

庁議議開催回数
0

総合政策審議会開催
回数

令和5年度 令和6年度令和4年度指標名

成
果
①

成
果
②

任意事務事務事業分類

基本目標①

⇒基本的方向①

基本目標②

⇒基本的方向②

総合戦略
の

位置づけ

関連する
予算事業

企画費

事務事業名
課室長名 清水　千恵美

政策

施策

5

担当課 企画戦略部企画政策課
企画調整事務

２７　行政運営

市民とともに「かしはら」をつくる信頼の行政運営総合計画
の

位置づけ

１ ． 事務事業の概要

事業の
概要

●本市の指針となる総合計画及び総合戦略の進行管理を行い、計画的かつ着実な業務の遂行を図る。
●複数の部署にまたがる事案や、高度な政治判断を必要とする事案について、庁内の調整や、会議等の開催等
を行うことにより、適切かつ円滑な対応を行う。
●庁内だけではなく、国や県等からの照会等の調整を行うなど、幅広い事務の調整を行う。

総務費一般会計 企画調整事務費総務管理費

33

8

継続新規・継続区分

16

339 -453-



/0 /0 /0 /0 /0

/人数 /0 /3.75 /3.75 /3.75 /3.75

/0 /3.75 /3.75 /3.75 /3.75

1,447

1,537

-

（※2）会計年度任用職員の人件費は、直接事業費に含まれます。（※3）正職員の人件費は、再任用職員の人件費を含みます。

国庫支出金

直接事業費（DC）

0

0.94

0

0

0

0

1,447

23,179

県支出金

地方債

その他 0

0

0

0

0

令和4年度 計画令和3年度 当初計画

0

0

0.94

24,62624,626

1,447

0

23,179

1,447

人
件
費

総費用（TC）

0

0

24,611

23,179

23,17923,074

３ ． コ ス ト の推移と 事業計画

コスト（単位：千円）
0

0

0

 計画

財
源
内
訳

一般財源 1,410

-127

1,447

令和6年度 計画令和5年度 計画

-

0

令和3年度 令和4年度 令和5年度 令和6年度

実績額 当初計画額 当初予算額

24,626

0

正職員（※3）

歳
出

予測額 予測額

人件費割合（LC/TC） 0.94

0

23,179

23,179

-

0

23,074

0

0人件費合計（LC）

1,537

0.94

会計年度任用職員（※2）

． 備考4

0

0

0

0

37

0

0

0

37

主
な
事
業
内
容
（
年
次
計
画
）

・総合計画の進行管理及
び総合戦略の効果検証の
ため、総合政策審議会を
開催する。
・地方創生の推進に向け
て、地域再生計画の策定
や地方創生関係交付金・
企業版ふるさと納税の獲
得等を協議する場を開催
する。

・総合計画の進行管理及
び総合戦略の効果検証の
ため、総合政策審議会を
開催する。
・地方創生の推進に向け
て、地域再生計画の策定
や地方創生関係交付金・
企業版ふるさと納税の獲
得等を協議する場を開催
する。
・企業版ふるさと納税を
推進する。

・総合計画の進行管理及
び総合戦略の効果検証の
ため、総合政策審議会を
開催する。
・地方創生の推進に向け
て、地域再生計画の策定
や地方創生関係交付金・
企業版ふるさと納税の獲
得等を協議する場を開催
する。
・企業版ふるさと納税を
推進する。

・総合計画の進行管理及
び総合戦略の効果検証の
ため、総合政策審議会を
開催する。
・地方創生の推進に向け
て、地域再生計画の策定
や地方創生関係交付金・
企業版ふるさと納税の獲
得等を協議する場を開催
する。
・企業版ふるさと納税を
推進する。

一般財源増加額（前年度比）

340-454-



令和 年度実施計画4  

会計 款 項 目 事業

会計 款 項 目 事業

会計 款 項 目 事業

会計 款 項 目 事業

会計 款 項 目 事業

２ ． 指標の推移 ※（ ）1

年

目標

実績

目標

実績

見込 施設 施設 施設 施設 施設

実績

見込

実績

（※1）事務事業分類が「ハード事業」又は「事務」の事業は、成果指標での評価が事業の性質にそぐわないため、活動指標のみを設定しています。

関連する
個別計画

　

　

　

活
動
①

0

令和3年度

2522

活
動
②

指定管理導入施設

令和5年度 令和6年度令和4年度指標名

成
果
①

成
果
②

任意事務事務事業分類

基本目標①

⇒基本的方向①

基本目標②

⇒基本的方向②

総合戦略
の

位置づけ

関連する
予算事業

諸費

事務事業名
課室長名 清水　千恵美

政策

施策

5

担当課 企画戦略部企画政策課
行政改革事務

２７　行政運営

市民とともに「かしはら」をつくる信頼の行政運営総合計画
の

位置づけ

１ ． 事務事業の概要

事業の
概要

●行政評価の導入により、行政情報の公開による住民参加の促進や、職員の意識改革と説明力の向上、成果重
視の行政へとつながる予算編成等を可能にする。
●地方自治法に規定される公の施設について、より少ないコストでより良いサービスを提供できる事業者を選
定し、管理運営権限を与える指定管理者制度の導入を推進し、住民福祉の増進に努める。
●市の印刷物等に有料広告を掲載することにより、広告掲載料を得る。
●その他財源確保に向けた取組みを行う。

総務費一般会計 行政改革事務費総務管理費

2525

継続新規・継続区分

341 -455-



/0 /0 /0 /0 /0

/人数 /0 /1.5 /0.8 /0.8 /0.8

/0 /1.5 /0.8 /0.8 /0.8

149

553

-

（※2）会計年度任用職員の人件費は、直接事業費に含まれます。（※3）正職員の人件費は、再任用職員の人件費を含みます。

国庫支出金

直接事業費（DC）

0

0.92

0

0

0

0

149

4,945

県支出金

地方債

その他 0

0

0

0

0

令和4年度 計画令和3年度 当初計画

0

0

0.97

5,3585,230

413

0

4,945

285

人
件
費

総費用（TC）

0

0

9,783

4,945

4,9459,230

３ ． コ ス ト の推移と 事業計画

コスト（単位：千円）
0

0

-264

 計画

財
源
内
訳

一般財源 285

-268

413

令和6年度 計画令和5年度 計画

-

0

令和3年度 令和4年度 令和5年度 令和6年度

実績額 当初計画額 当初予算額

5,094

0

正職員（※3）

歳
出

予測額 予測額

人件費割合（LC/TC） 0.94

0

4,945

4,945

-

0

9,230

0

0人件費合計（LC）

553

0.95

会計年度任用職員（※2）

． 備考4

0

0

0

0

0

0

0

0

128

主
な
事
業
内
容
（
年
次
計
画
）

・実施計画、事務事業評
価等の行政評価を実施す
る。
・指定管理者を選定する
指定管理者候補者選定委
員会を開催する。
・有料広告も含めた新た
な財源の確保に向けた検
討を行う。

・実施計画、事務事業評
価等の行政評価を実施す
る。
・指定管理者を選定する
指定管理者候補者選定委
員会を開催する。
・新たな財源の確保に向
けた取組みを行う。

・実施計画、事務事業評
価等の行政評価を実施す
る。
・指定管理者を選定する
指定管理者候補者選定委
員会を開催する。
・新たな財源の確保に向
けた取組みを行う。

・実施計画、事務事業評
価等の行政評価を実施す
る。
・指定管理者を選定する
指定管理者候補者選定委
員会を開催する。
・新たな財源の確保に向
けた取組みを行う。

一般財源増加額（前年度比）

342-456-



令和 年度実施計画4  

会計 款 項 目 事業

会計 款 項 目 事業

会計 款 項 目 事業

会計 款 項 目 事業

会計 款 項 目 事業

２ ． 指標の推移 ※（ ）1

年

目標 人 人 人 人 人

実績

目標

実績

目標 回 回 回 回 回

実績

目標

実績

（※1）事務事業分類が「ハード事業」又は「事務」の事業は、成果指標での評価が事業の性質にそぐわないため、活動指標のみを設定しています。

関連する
個別計画

　

2,500

　

　

40

17,000

活
動
①

0

0

16,500

0

令和3年度

90

36

0

0

0

活
動
②

Instagram
（Kashihara_offici
al）のリポスト数

0

LINE（橿原市）の
発信回数

令和5年度 令和6年度令和4年度指標名

成
果
①

成
果
②

2,400

ソフト事業事務事業分類

基本目標①

⇒基本的方向①

基本目標②

⇒基本的方向②

総合戦略
の

位置づけ

関連する
予算事業

目標②　新たな人の流れや交流を盛んにする魅力づくり

②-1幅広い橿原の魅力発信を進めます

文書広報費

事務事業名
課室長名 溝上　玄英

政策

施策

5

担当課 企画戦略部秘書広報課
広報事業

２７　行政運営

市民とともに「かしはら」をつくる信頼の行政運営総合計画
の

位置づけ

１ ． 事務事業の概要

事業の
概要

●広報かしはら
必要最小限のページ構成で必要な情報を的確に伝えられるよう、読みやすい広報紙づくりを目指す。
●市ホームページ
誰でも、どんな環境でも、使いやすく、伝えたい情報がしっかり伝えられるユーザビリティとアクセスビリ
ティ両面に配慮した情報発信に努める。令和４年度は、現ホームページの「欲しい情報が探しにくい」という
課題を抜本的に改善するため、ホームページリニューアルを行う。
●情報発信
広報かしはら、市ホームページ、SNS等、発信したい内容に合った適切なツールによる情報発信ができるよう
努める。

総務費一般会計 広報広聴事業費総務管理費

17,500

2,600

100100

LINE（橿原市）の
友だち登録者数

Instagram
（Kashihara_offici
al）のフォロワー数

0

継続新規・継続区分

40

343 -457-



/0 /2 /1 /1 /1

/人数 /0 /6 /3.45 /3.45 /3.45

/0 /8 /4.45 /4.45 /4.45

25,384

24,173

-

（※2）会計年度任用職員の人件費は、直接事業費に含まれます。（※3）正職員の人件費は、再任用職員の人件費を含みます。

国庫支出金

直接事業費（DC）

0

0.47

0

0

0

0

18,457

23,398

県支出金

地方債

その他 6,030

0

0

0

0

令和4年度 計画令和3年度 当初計画

0

0

0.50

49,69076,471

28,365

2,073

21,325

55,146

人
件
費

総費用（TC）

0

0

67,121

21,325

23,39842,178

３ ． コ ス ト の推移と 事業計画

コスト（単位：千円）
0

0

-2,981

 計画

財
源
内
訳

一般財源 48,219

24,046

21,438

令和6年度 計画令和5年度 計画

-

0

令和3年度 令和4年度 令和5年度 令和6年度

実績額 当初計画額 当初予算額

46,709

2,073

正職員（※3）

歳
出

予測額 予測額

人件費割合（LC/TC） 0.63

2,073

21,325

23,398

-

5,260

36,918

0

0人件費合計（LC）

30,203

0.31

会計年度任用職員（※2）

． 備考4

0

0

6,927

0

6,927

0

0

6,927

-26,781

主
な
事
業
内
容
（
年
次
計
画
）

広報誌・ホームページに
おいて、市民が市政に関
心を持ち、市政に積極的
に参画するきっかけとす
るために、行政情報や生
活に必要な情報を整理
し、分かりやすく充実し
た情報を簡潔に提供す
る。

市民が市政に関心を持
ち、市政に積極的に参画
するきっかけとするため
に、広報紙・ホームペー
ジ・SNS等を効果的に活
用し、分かりやすく充実
した行政情報や生活に必
要な情報等を簡潔に提供
する。
ホームページについて、
現状の「欲しい情報を探
しにくい」等の課題を抜
本的に改善するため、リ
ニューアルを行う。

市民が市政に関心を持
ち、市政に積極的に参画
するきっかけとするため
に、広報紙・ホームペー
ジ・SNS等を効果的に活
用し、分かりやすく充実
した行政情報や生活に必
要な情報等を簡潔に提供
する。

市民が市政に関心を持
ち、市政に積極的に参画
するきっかけとするため
に、広報紙・ホームペー
ジ・SNS等を効果的に活
用し、分かりやすく充実
した行政情報や生活に必
要な情報等を簡潔に提供
する。

一般財源増加額（前年度比）

344-458-



令和 年度実施計画4  

会計 款 項 目 事業

会計 款 項 目 事業

会計 款 項 目 事業

会計 款 項 目 事業

会計 款 項 目 事業

２ ． 指標の推移 ※（ ）1

年

目標

実績

目標

実績

見込 件 件 件 件 件

実績

見込

実績

（※1）事務事業分類が「ハード事業」又は「事務」の事業は、成果指標での評価が事業の性質にそぐわないため、活動指標のみを設定しています。

関連する
個別計画

　

　

　

活
動
①

0

令和3年度

115120

活
動
②

公開請求件数

令和5年度 令和6年度令和4年度指標名

成
果
①

成
果
②

義務的事務事務事業分類

基本目標①

⇒基本的方向①

基本目標②

⇒基本的方向②

総合戦略
の

位置づけ

関連する
予算事業

文書広報費

事務事業名
課室長名 大鳥　清治

政策

施策

5

担当課 総務部情報公開室
情報公開制度等運用事務

２７　行政運営

市民とともに「かしはら」をつくる信頼の行政運営総合計画
の

位置づけ

１ ． 事務事業の概要

事業の
概要

●市民が市政に関心を持ち、市政への参加を促す開かれた行政をめざす一つとして、行政文書の公開により
「市民の知る権利」を保障するとともに、行政情報の積極的な提供を行うことにより行政の透明化を図る。
●改正個人情報保護法が施行されることに伴い、令和5年度施行予定の本市個人情報保護条例、これに付随し
情報公開条例の改正を遺漏なく行う。

総務費一般会計 情報公開制度等運用事務費総務管理費

110110

継続新規・継続区分

345 -459-



/0 /0 /0 /0 /0

/人数 /0 /2.8 /3.1 /3.1 /3.1

/0 /2.8 /3.1 /3.1 /3.1

861

1,179

-

（※2）会計年度任用職員の人件費は、直接事業費に含まれます。（※3）正職員の人件費は、再任用職員の人件費を含みます。

国庫支出金

直接事業費（DC）

0

0.96

0

0

0

0

782

19,162

県支出金

地方債

その他 73

0

0

0

0

令和4年度 計画令和3年度 当初計画

0

0

0.96

20,02320,023

861

0

19,162

861

人
件
費

総費用（TC）

0

0

18,481

19,162

19,16217,229

３ ． コ ス ト の推移と 事業計画

コスト（単位：千円）
0

0

0

 計画

財
源
内
訳

一般財源 782

-397

782

令和6年度 計画令和5年度 計画

-

0

令和3年度 令和4年度 令和5年度 令和6年度

実績額 当初計画額 当初予算額

20,023

0

正職員（※3）

歳
出

予測額 予測額

人件費割合（LC/TC） 0.93

0

19,162

19,162

-

0

17,229

0

0人件費合計（LC）

1,252

0.96

会計年度任用職員（※2）

． 備考4

0

0

79

0

79

0

0

79

0

主
な
事
業
内
容
（
年
次
計
画
）

情報公開請求に対して、
情報公開条例の規定に基
づき行政文書の公開を実
施します。
情報公開制度、個人情報
保護制度の適正な運営を
図るべく、情報公開・個
人情報保護制度運営審議
会を設置しています。
行政資料閲覧コーナーに
おいて各種計画・統計資
料などの行政資料を整
え、積極的な行政情報の
提供に努めます。

情報公開請求に対して、
情報公開条例の規定に基
づき行政文書の公開を実
施します。
情報公開制度、個人情報
保護制度の適正な運営を
図るべく、情報公開・個
人情報保護制度運営審議
会を設置しています。
また、個人情報保護法改
正に伴う、本市個人情報
保護条例、付随して情報
公開条例の改正を遺漏な
く行います。
行政資料閲覧コーナーに
おいて各種計画・統計資
料などの行政資料を整
え、積極的な行政情報の
提供に努めます。

情報公開請求に対して、
情報公開条例の規定に基
づき行政文書の公開を実
施します。
情報公開制度、改正され
た本市個人情報保護条例
に沿い、個人情報保護制
度の適正な運営を図って
いきます。
行政資料閲覧コーナーに
おいて各種計画・統計資
料などの行政資料を整
え、積極的な行政情報の
提供に努めます。

情報公開請求に対して、
情報公開条例の規定に基
づき行政文書の公開を実
施します。
情報公開制度、改正され
た本市個人情報保護条例
に沿い、個人情報保護制
度の適正な運営を図って
いきます。
行政資料閲覧コーナーに
おいて各種計画・統計資
料などの行政資料を整
え、積極的な行政情報の
提供に努めます。

一般財源増加額（前年度比）

346-460-



令和 年度実施計画4  

会計 款 項 目 事業

会計 款 項 目 事業

会計 款 項 目 事業

会計 款 項 目 事業

会計 款 項 目 事業

２ ． 指標の推移 ※（ ）1

年

目標

実績

目標

実績

見込 日 日 日 日 日

実績

見込 日 日 日 日 日

実績

（※1）事務事業分類が「ハード事業」又は「事務」の事業は、成果指標での評価が事業の性質にそぐわないため、活動指標のみを設定しています。

関連する
個別計画

　

　

　

243

活
動
①

0

令和3年度

365

243

365

活
動
②

マイナンバー利用事
務系の基幹系システ
ム稼働日数

0

庁内ネットワークの
稼働日数

令和5年度 令和6年度令和4年度指標名

成
果
①

成
果
②

任意事務事務事業分類

基本目標①

⇒基本的方向①

基本目標②

⇒基本的方向②

総合戦略
の

位置づけ

関連する
予算事業

電算処理運営費

事務事業名
課室長名 林野　雅仁

政策

施策

5

担当課 総務部情報システム課
情報システム管理事務

２７　行政運営

市民とともに「かしはら」をつくる信頼の行政運営総合計画
の

位置づけ

１ ． 事務事業の概要

事業の
概要

●各課の行政事務を行うために必要な情報システムについて、市民に迷惑がかかるような行政事務の遅滞・停
止の事態を避け業務を継続できるよう、安全かつ安定的に稼働するように運用・維持管理を実施する。

総務費一般会計 情報システム管理事務費

電算処理運営費 電子自治体推進事業費

総務管理費

一般会計 総務費 総務管理費

365366

242

継続新規・継続区分

243

347 -461-



/0 /1 /4 /0 /0

/人数 /0 /6.75 /6 /6 /6

/0 /7.75 /10 /6 /6

532,399

452,711

-

（※2）会計年度任用職員の人件費は、直接事業費に含まれます。（※3）正職員の人件費は、再任用職員の人件費を含みます。

国庫支出金

直接事業費（DC）

0

0.08

4,511

0

46,238

0

418,135

37,086

県支出金

地方債

その他 4,723

0

0

0

0

令和4年度 計画令和3年度 当初計画

0

0

0.07

456,186527,416

419,100

0

37,086

490,330

人
件
費

総費用（TC）

0

0

501,512

37,086

45,60543,598

３ ． コ ス ト の推移と 事業計画

コスト（単位：千円）
0

0

7,810

 計画

財
源
内
訳

一般財源 439,828

-12,883

410,325

令和6年度 計画令和5年度 計画

-

0

令和3年度 令和4年度 令和5年度 令和6年度

実績額 当初計画額 当初予算額

569,485

0

正職員（※3）

歳
出

予測額 予測額

人件費割合（LC/TC） 0.09

8,519

37,086

37,086

-

2,065

41,533

0

0人件費合計（LC）

459,979

0.09

会計年度任用職員（※2）

． 備考4

2,545

0

4,264

0

4,264

110,000

0

4,264

-29,503

主
な
事
業
内
容
（
年
次
計
画
）

通信回線の契約事務・管
理・運営
サーバ類管理室の環境維
持及び維持管理に伴う契
約事務
システム運用技術支援、
GISデータ整備の契約事
務及び管理
基幹系情報システム、庁
内及び庁外接続ネット
ワーク、グループウェ
ア、地理情報システム、
パソコン等機器の整備、
住民基本台帳ネットワー
ク、財務会計、マイナン
バー関連の各システムが
使用できるように契約事
務・管理・運営を実施す
る。

サーバ類管理室の環境維
持、各種通信回線、シス
テム運用技術支援の契約
事務及び管理運用
基幹系情報システム、通
信ネットワーク、グルー
プウェア、地理情報シス
テム、パソコン等機器整
備、住民基本台帳、財務
会計、マイナンバー関連
の各システムの契約事
務・管理運用
マイナポイント設定支援
奈良県電子自治体共同運
営システムを各課が使用
できるように、運営主体
である奈良県地域デジタ
ル化推進協議会と調整
し、通信回線の契約など
も含めた管理運用

サーバ類管理室の環境維
持、各種通信回線、シス
テム運用技術支援、GIS
データ整備の契約事務及
び管理運用
基幹系情報システム、通
信ネットワーク、グルー
プウェア、地理情報シス
テム、パソコン等機器整
備、住民基本台帳、財務
会計、マイナンバー関連
の各システムの契約事
務・管理運用
奈良県電子自治体共同運
営システムを各課が使用
できるように、運営主体
である奈良県地域デジタ
ル化推進協議会と調整
し、通信回線の契約など
も含めた管理運用

サーバ類管理室の環境維
持、各種通信回線、シス
テム運用技術支援、GIS
データ整備の契約事務及
び管理運用
基幹系情報システム、通
信ネットワーク、グルー
プウェア、地理情報シス
テム、パソコン等機器整
備、住民基本台帳、財務
会計、マイナンバー関連
の各システムの契約事
務・管理運用
奈良県電子自治体共同運
営システムを各課が使用
できるように、運営主体
である奈良県地域デジタ
ル化推進協議会と調整
し、通信回線の契約など
も含めた管理運用

一般財源増加額（前年度比）

348-462-



令和 年度実施計画4  

会計 款 項 目 事業

会計 款 項 目 事業

会計 款 項 目 事業

会計 款 項 目 事業

会計 款 項 目 事業

２ ． 指標の推移 ※（ ）1

年

目標

実績

目標

実績

目標

実績

目標

実績

（※1）事務事業分類が「ハード事業」又は「事務」の事業は、成果指標での評価が事業の性質にそぐわないため、活動指標のみを設定しています。

関連する
個別計画

橿原市新本庁舎建設基本計画

大和八木駅周辺地区まちづくり基本計画

　

活
動
①

令和3年度

活
動
②

令和5年度 令和6年度令和4年度指標名

成
果
①

成
果
②

ハード事業事務事業分類

基本目標①

⇒基本的方向①

基本目標②

⇒基本的方向②

総合戦略
の

位置づけ

関連する
予算事業

財産管理費

事務事業名
課室長名 岡田　正巳

政策

施策

5

担当課
都市マネジメント部庁舎整備
室本庁舎整備事業

２７　行政運営

市民とともに「かしはら」をつくる信頼の行政運営総合計画
の

位置づけ

１ ． 事務事業の概要

事業の
概要

●現本庁舎は、耐震性能が不足しており、市民や職員の安全確保を目的として早期解体を目指すとともに、本
庁舎整備について検討を進める。

総務費一般会計 本庁舎整備事業費総務管理費

継続新規・継続区分

349 -463-



/0 /1 /0 /0 /0

/人数 /0 /5 /3.7 /3.7 /3.7

/0 /6 /3.7 /3.7 /3.7

303,463

9,651

-

（※2）会計年度任用職員の人件費は、直接事業費に含まれます。（※3）正職員の人件費は、再任用職員の人件費を含みます。

国庫支出金

直接事業費（DC）

0

0.06

32,559

0

0

0

76,063

22,870

県支出金

地方債

その他 67,309

0

0

0

0

令和4年度 計画令和3年度 当初計画

0

0

0.07

360,07443,933

337,204

0

22,870

21,063

人
件
費

総費用（TC）

0

0

257,025

22,870

22,87034,844

３ ． コ ス ト の推移と 事業計画

コスト（単位：千円）
0

173,700

75,000

 計画

財
源
内
訳

一般財源 1,063

-8,588

1,063

令和6年度 計画令和5年度 計画

-

149,300

令和3年度 令和4年度 令和5年度 令和6年度

実績額 当初計画額 当初予算額

326,333

0

正職員（※3）

歳
出

予測額 予測額

人件費割合（LC/TC） 0.14

0

22,870

22,870

-

4,079

30,765

0

0人件費合計（LC）

226,260

0.52

会計年度任用職員（※2）

． 備考4

0

0

9,707

15,000

5,000

43,993

254,500

49,082

0

主
な
事
業
内
容
（
年
次
計
画
）

・新本庁舎建設実施設計
業務

・庁舎整備等設計委託 ・西館の補強設計業務
・西館の耐震改修工事
・避難先施設改修工事
・現本庁舎解体工事

・現本庁舎解体工事
・現本庁舎跡地整備工事

一般財源増加額（前年度比）

350-464-



令和 年度実施計画4  

会計 款 項 目 事業

会計 款 項 目 事業

会計 款 項 目 事業

会計 款 項 目 事業

会計 款 項 目 事業

２ ． 指標の推移 ※（ ）1

年

目標

実績

目標

実績

見込 件 件 件 件 件

実績

見込

実績

（※1）事務事業分類が「ハード事業」又は「事務」の事業は、成果指標での評価が事業の性質にそぐわないため、活動指標のみを設定しています。

関連する
個別計画

　

　

　

活
動
①

0

令和3年度

350350

活
動
②

入札契約件数

令和5年度 令和6年度令和4年度指標名

成
果
①

成
果
②

義務的事務事務事業分類

基本目標①

⇒基本的方向①

基本目標②

⇒基本的方向②

総合戦略
の

位置づけ

関連する
予算事業

一般管理費

事務事業名
課室長名 中川　明彦・宮田 弘

政策

施策

5

担当課 財務部契約検査課
入札管理事務

２７　行政運営

市民とともに「かしはら」をつくる信頼の行政運営総合計画
の

位置づけ

１ ． 事務事業の概要

事業の
概要

●透明性・競争性・公正性の高い入札制度及び適正な施工の確保・不正行為を排除した入札契約事務の経済的
で効率的な執行を行う

総務費一般会計 入札管理事務費総務管理費

350350

継続新規・継続区分

351 -465-



/0 /1 /0 /0 /0

/人数 /0 /6.32 /5.3 /5.3 /5.3

/0 /7.32 /5.3 /5.3 /5.3

3,387

3,995

-

（※2）会計年度任用職員の人件費は、直接事業費に含まれます。（※3）正職員の人件費は、再任用職員の人件費を含みます。

国庫支出金

直接事業費（DC）

0

0.91

0

0

0

0

3,137

32,760

県支出金

地方債

その他 0

0

0

0

0

令和4年度 計画令和3年度 当初計画

0

0

0.91

36,14736,147

3,387

0

32,760

3,387

人
件
費

総費用（TC）

0

0

42,882

32,760

32,76038,887

３ ． コ ス ト の推移と 事業計画

コスト（単位：千円）
0

0

0

 計画

財
源
内
訳

一般財源 3,137

-858

3,137

令和6年度 計画令和5年度 計画

-

0

令和3年度 令和4年度 令和5年度 令和6年度

実績額 当初計画額 当初予算額

36,147

0

正職員（※3）

歳
出

予測額 予測額

人件費割合（LC/TC） 0.91

0

32,760

32,760

-

0

38,887

0

0人件費合計（LC）

3,995

0.91

会計年度任用職員（※2）

． 備考4

0

0

250

0

250

0

0

250

0

主
な
事
業
内
容
（
年
次
計
画
）

○公平性を確保した競争
性の高い発注方法（事後
審査型条件付き一般競争
入札）による業務の執行
○適正な施工を確保した
業者選定業務（指名競争
入札）
○契約管理システムを活
用した透明性を確保した
円滑で効率的な契約締結
業務
○契約関係業務に対する
知識の習得

○公平性を確保した競争
性の高い発注方法（事後
審査型条件付き一般競争
入札）による業務の執行
○適正な施工を確保した
業者選定業務（指名競争
入札）
○契約管理システムを活
用した透明性を確保した
円滑で効率的な契約締結
業務
○契約関係業務に対する
知識の習得

○公平性を確保した競争
性の高い発注方法（事後
審査型条件付き一般競争
入札）による業務の執行
○適正な施工を確保した
業者選定業務（指名競争
入札）
○契約管理システムを活
用した透明性を確保した
円滑で効率的な契約締結
業務
○契約関係業務に対する
知識の習得

○公平性を確保した競争
性の高い発注方法（事後
審査型条件付き一般競争
入札）による業務の執行
○適正な施工を確保した
業者選定業務（指名競争
入札）
○契約管理システムを活
用した透明性を確保した
円滑で効率的な契約締結
業務
○契約関係業務に対する
知識の習得

一般財源増加額（前年度比）

352-466-



令和 年度実施計画4  

会計 款 項 目 事業

会計 款 項 目 事業

会計 款 項 目 事業

会計 款 項 目 事業

会計 款 項 目 事業

２ ． 指標の推移 ※（ ）1

年

目標

実績

目標

実績

見込 件 件 件 件 件

実績

見込

実績

（※1）事務事業分類が「ハード事業」又は「事務」の事業は、成果指標での評価が事業の性質にそぐわないため、活動指標のみを設定しています。

関連する
個別計画

　

　

　

活
動
①

0

令和3年度

100100

活
動
②

契約検査課検査件数

令和5年度 令和6年度令和4年度指標名

成
果
①

成
果
②

義務的事務事務事業分類

基本目標①

⇒基本的方向①

基本目標②

⇒基本的方向②

総合戦略
の

位置づけ

関連する
予算事業

一般管理費

事務事業名
課室長名 中川 明彦・宮田 弘

政策

施策

5

担当課 財務部契約検査課
検査積算事務

２７　行政運営

市民とともに「かしはら」をつくる信頼の行政運営総合計画
の

位置づけ

１ ． 事務事業の概要

事業の
概要

●工事及び委託業務の履行確保、品質の向上及び積算事務の効率化

総務費一般会計 検査積算事務費総務管理費

100100

継続新規・継続区分

353 -467-



/0 /0 /0 /0 /0

/人数 /0 /2.9 /3.65 /3.65 /3.65

/0 /2.9 /3.65 /3.65 /3.65

5,200

4,836

-

（※2）会計年度任用職員の人件費は、直接事業費に含まれます。（※3）正職員の人件費は、再任用職員の人件費を含みます。

国庫支出金

直接事業費（DC）

0

0.79

0

0

0

0

4,061

22,561

県支出金

地方債

その他 1,076

0

0

0

0

令和4年度 計画令和3年度 当初計画

0

0

0.81

28,41127,495

5,850

0

22,561

4,934

人
件
費

総費用（TC）

0

0

23,756

22,561

22,56117,844

３ ． コ ス ト の推移と 事業計画

コスト（単位：千円）
0

0

-650

 計画

財
源
内
訳

一般財源 3,795

-1,041

4,711

令和6年度 計画令和5年度 計画

-

0

令和3年度 令和4年度 令和5年度 令和6年度

実績額 当初計画額 当初予算額

27,761

0

正職員（※3）

歳
出

予測額 予測額

人件費割合（LC/TC） 0.75

0

22,561

22,561

-

0

17,844

0

0人件費合計（LC）

5,912

0.82

会計年度任用職員（※2）

． 備考4

0

0

1,139

0

1,139

0

0

1,139

916

主
な
事
業
内
容
（
年
次
計
画
）

〇工事及び委託業務の履
行確保に必要な検査規
程、監督規程の制定及び
改正。
〇品質確保のための検査
員研修、監督員研修、施
工体制点検並びに工事成
績表評定の通知・公表。
〇積算事務効率化のため
の土木積算システムの維
持管理、残土単価等の作
成

〇工事及び委託業務の履
行確保に必要な検査規
程、監督規程の制定及び
改正。
〇品質確保のための検査
員研修、監督員研修、施
工体制点検並びに工事等
成績表評定の通知・公
表。
〇積算事務効率化のため
の土木積算システムの維
持管理、残土処分単価等
の作成。

〇工事及び委託業務の履
行確保に必要な検査規
程、監督規程の制定及び
改正。
〇品質確保のための検査
員研修、監督員研修、施
工体制点検並びに工事等
成績表評定の通知・公
表。
〇積算事務効率化のため
の土木積算システムの維
持管理、残土処分単価等
の作成。

〇工事及び委託業務の履
行確保に必要な検査規
程、監督規程の制定及び
改正。
〇品質確保のための検査
員研修、監督員研修、施
工体制点検並びに工事等
成績表評定の通知・公
表。
〇積算事務効率化のため
の土木積算システムの維
持管理、残土処分単価等
の作成。

一般財源増加額（前年度比）

354-468-



令和 年度実施計画4  

会計 款 項 目 事業

会計 款 項 目 事業

会計 款 項 目 事業

会計 款 項 目 事業

会計 款 項 目 事業

２ ． 指標の推移 ※（ ）1

年

目標

実績

目標

実績

見込 枚 枚 枚 枚 枚

実績

見込 件 件 件 件 件

実績

（※1）事務事業分類が「ハード事業」又は「事務」の事業は、成果指標での評価が事業の性質にそぐわないため、活動指標のみを設定しています。

関連する
個別計画

　

　

　

4,200

活
動
①

0

令和3年度

82,000

4,200

56,500

活
動
②

戸籍届出受理件数
0

マイナンバーカード
交付枚数

令和5年度 令和6年度令和4年度指標名

成
果
①

成
果
②

義務的事務事務事業分類

基本目標①

⇒基本的方向①

基本目標②

⇒基本的方向②

総合戦略
の

位置づけ

関連する
予算事業

戸籍住民基本台帳費

事務事業名
課室長名 大鳥　清治

政策

施策

5

担当課 総務部市民窓口課
市民窓口事務

２７　行政運営

市民とともに「かしはら」をつくる信頼の行政運営総合計画
の

位置づけ

１ ． 事務事業の概要

事業の
概要

●市民からの申請に基づいて、住民票関係、戸籍関係等各種証明書の発行、転入、転出、転居等住所の異動、
戸籍の届出内容の審査・整理、旅券発給業務を実施している。
●各種証明書のコンビニエンスストア等での発行業務や個人番号カード（マイナンバーカード）の交付業務を
実施する。

総務費一般会計

一般会計 総務費

戸籍・住民票等事務費

戸籍住民基本台帳費 個人番号事務費

戸籍住民基本台帳費 旅券事務費

戸籍住民基本台帳費

一般会計

戸籍住民基本台帳費

総務費 戸籍住民基本台帳費

102,00092,000

4,200

継続新規・継続区分

4,200

355 -469-



/24 /26 /21 /21 /21

/人数 /17.7 /17.7 /17.65 /17.65 /17.65

/41.7 /43.7 /38.65 /38.65 /38.65

125,709

30,357

-

（※2）会計年度任用職員の人件費は、直接事業費に含まれます。（※3）正職員の人件費は、再任用職員の人件費を含みます。

国庫支出金

直接事業費（DC）

136

0.67

17,623

122

17,623

122

41,493

156,460

県支出金

地方債

その他 94,734

0

0

0

0

令和4年度 計画令和3年度 当初計画

122

0

0.67

234,804224,033

125,709

47,365

109,095

114,938

人
件
費

総費用（TC）

0

0

292,013

109,095

156,460153,570

３ ． コ ス ト の推移と 事業計画

コスト（単位：千円）
0

0

0

 計画

財
源
内
訳

一般財源 30,498

141

41,493

令和6年度 計画令和5年度 計画

-

0

令和3年度 令和4年度 令和5年度 令和6年度

実績額 当初計画額 当初予算額

234,804

47,365

正職員（※3）

歳
出

予測額 予測額

人件費割合（LC/TC） 0.53

47,365

109,095

156,460

-

44,661

108,909

0

0人件費合計（LC）

183,104

0.70

会計年度任用職員（※2）

． 備考4

57,877

0

66,471

0

66,695

17,623

0

66,471

10,995

主
な
事
業
内
容
（
年
次
計
画
）

①住民票関係、戸籍関係
等各種証明書発行業務
②各種証明書のコンビニ
エンスストア等での発行
業務
③個人番号カード（マイ
ナンバーカード）交付業
務
④転入、転出、転居等住
所の異動に関する業務
⑤戸籍の届出内容を審査
し、戸籍を整理する業務
⑥旅券発給業務

①住民票関係、戸籍関係
等各種証明書発行業務
②各種証明書のコンビニ
エンスストア等での発行
業務
③個人番号カード（マイ
ナンバーカード）交付業
務
④転入、転出、転居等住
所の異動に関する業務
⑤戸籍の届出内容を審査
し、戸籍を整理する業務
⑥旅券発給業務

①住民票関係、戸籍関係
等各種証明書発行業務
②各種証明書のコンビニ
エンスストア等での発行
業務
③個人番号カード（マイ
ナンバーカード）交付業
務
④転入、転出、転居等住
所の異動に関する業務
⑤戸籍の届出内容を審査
し、戸籍を整理する業務
⑥旅券発給業務

①住民票関係、戸籍関係
等各種証明書発行業務
②各種証明書のコンビニ
エンスストア等での発行
業務
③個人番号カード（マイ
ナンバーカード）交付業
務
④転入、転出、転居等住
所の異動に関する業務
⑤戸籍の届出内容を審査
し、戸籍を整理する業務
⑥旅券発給業務

一般財源増加額（前年度比）

356-470-



令和 年度実施計画4  

会計 款 項 目 事業

会計 款 項 目 事業

会計 款 項 目 事業

会計 款 項 目 事業

会計 款 項 目 事業

２ ． 指標の推移 ※（ ）1

年

目標

実績

目標

実績

見込 件 件 件 件 件

実績

見込

実績

（※1）事務事業分類が「ハード事業」又は「事務」の事業は、成果指標での評価が事業の性質にそぐわないため、活動指標のみを設定しています。

関連する
個別計画

　

　

　

活
動
①

0

令和3年度

11,20011,200

活
動
②

年金相談件数

令和5年度 令和6年度令和4年度指標名

成
果
①

成
果
②

義務的事務事務事業分類

基本目標①

⇒基本的方向①

基本目標②

⇒基本的方向②

総合戦略
の

位置づけ

関連する
予算事業

国民年金費

事務事業名
課室長名 清水　友美

政策

施策

5

担当課
こども・健康スポーツ部保険
年金課国民年金事務

２７　行政運営

市民とともに「かしはら」をつくる信頼の行政運営総合計画
の

位置づけ

１ ． 事務事業の概要

事業の
概要

●年金に関する資格取得、喪失、種別変更、免除申請や氏名住所変更等の手続業務及び各種年金の裁定請求を
受理し、日本年金機構への送付業務を実施している。

民生費一般会計 国民年金事務費社会福祉費

11,20011,200

継続新規・継続区分

357 -471-



/4 /4 /4 /4 /4

/人数 /3.3 /3.3 /2.7 /2.7 /2.7

/7.3 /7.3 /6.7 /6.7 /6.7

7,186

-18,184

-

（※2）会計年度任用職員の人件費は、直接事業費に含まれます。（※3）正職員の人件費は、再任用職員の人件費を含みます。

国庫支出金

直接事業費（DC）

0

0.99

29,143

0

7,186

0

-21,957

23,543

県支出金

地方債

その他 0

0

0

0

0

令和4年度 計画令和3年度 当初計画

0

0

0.99

23,87523,875

7,186

6,854

16,689

7,186

人
件
費

総費用（TC）

0

0

29,304

16,689

23,54327,062

３ ． コ ス ト の推移と 事業計画

コスト（単位：千円）
0

0

0

 計画

財
源
内
訳

一般財源 0

18,184

-21,957

令和6年度 計画令和5年度 計画

-

0

令和3年度 令和4年度 令和5年度 令和6年度

実績額 当初計画額 当初予算額

23,875

6,854

正職員（※3）

歳
出

予測額 予測額

人件費割合（LC/TC） 0.92

6,854

16,689

23,543

-

6,757

20,305

0

0人件費合計（LC）

8,999

0.99

会計年度任用職員（※2）

． 備考4

27,183

0

0

0

0

29,143

0

0

-21,957

主
な
事
業
内
容
（
年
次
計
画
）

①年金の資格取得、喪
失、種別変更、免除申請
や氏名住所変更等の手続
業務
②各種年金の裁定請求を
受理し、日本年金機構へ
の送付業務

①年金の資格取得、喪
失、種別変更、免除申請
や氏名住所変更等の手続
業務
②各種年金の裁定請求を
受理し、日本年金機構へ
の送付業務

①年金の資格取得、喪
失、種別変更、免除申請
や氏名住所変更等の手続
業務
②各種年金の裁定請求を
受理し、日本年金機構へ
の送付業務

①年金の資格取得、喪
失、種別変更、免除申請
や氏名住所変更等の手続
業務
②各種年金の裁定請求を
受理し、日本年金機構へ
の送付業務

一般財源増加額（前年度比）

358-472-



令和 年度実施計画4  

会計 款 項 目 事業

会計 款 項 目 事業

会計 款 項 目 事業

会計 款 項 目 事業

会計 款 項 目 事業

２ ． 指標の推移 ※（ ）1

年

目標

実績

目標

実績

見込 件 件 件 件 件

実績

見込

実績

（※1）事務事業分類が「ハード事業」又は「事務」の事業は、成果指標での評価が事業の性質にそぐわないため、活動指標のみを設定しています。

関連する
個別計画

　

　

　

活
動
①

0

令和3年度

11

活
動
②

分譲宅地等販売件数

令和5年度 令和6年度令和4年度指標名

成
果
①

成
果
②

任意事務事務事業分類

基本目標①

⇒基本的方向①

基本目標②

⇒基本的方向②

総合戦略
の

位置づけ

関連する
予算事業

人権啓発費

事務事業名
課室長名 辻本　幸司

政策

施策

5

担当課 企画戦略部人権政策課
分譲宅地等管理事務

２７　行政運営

市民とともに「かしはら」をつくる信頼の行政運営総合計画
の

位置づけ

１ ． 事務事業の概要

事業の
概要

●同和対策事業の終了に伴い、小集落地区改良事業で残された分譲宅地等の販売及び維持管理、並びに住宅新
築資金等貸付金の債権に係る回収等の業務を行う。

総務費一般会計 分譲宅地等管理事務費

人権啓発費 住宅新築資金等貸付金回収管理事業費

総務管理費

一般会計 総務費 総務管理費

11

継続新規・継続区分

359 -473-



/0 /0 /0 /0 /0

/人数 /0 /0.9 /0.9 /0.9 /0.9

/0 /0.9 /0.9 /0.9 /0.9

3,952

0

-

（※2）会計年度任用職員の人件費は、直接事業費に含まれます。（※3）正職員の人件費は、再任用職員の人件費を含みます。

国庫支出金

直接事業費（DC）

0

0.58

0

0

0

0

0

5,563

県支出金

地方債

その他 4,826

0

0

0

0

令和4年度 計画令和3年度 当初計画

0

0

0.58

9,5159,495

3,952

0

5,563

3,932

人
件
費

総費用（TC）

0

0

10,364

5,563

5,56311,076

３ ． コ ス ト の推移と 事業計画

コスト（単位：千円）
0

0

0

 計画

財
源
内
訳

一般財源 0

0

0

令和6年度 計画令和5年度 計画

-

0

令和3年度 令和4年度 令和5年度 令和6年度

実績額 当初計画額 当初予算額

9,515

0

正職員（※3）

歳
出

予測額 予測額

人件費割合（LC/TC） 1.07

0

5,563

5,563

-

5,538

5,538

0

0人件費合計（LC）

4,826

0.59

会計年度任用職員（※2）

． 備考4

0

0

3,952

0

3,932

0

0

3,952

0

主
な
事
業
内
容
（
年
次
計
画
）

・分譲宅地等の販売及び
維持管理
・奈良県住宅新築資金等
貸付金回収組合の業務の
支援

・分譲宅地等の販売及び
維持管理
・奈良県住宅新築資金等
貸付金回収組合の業務の
支援

・分譲宅地等の販売及び
維持管理
・奈良県住宅新築資金等
貸付金回収組合の業務の
支援

・分譲宅地等の販売及び
維持管理
・奈良県住宅新築資金等
貸付金回収組合の業務の
支援

一般財源増加額（前年度比）

360-474-
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会計 款 項 目 事業

会計 款 項 目 事業

会計 款 項 目 事業

会計 款 項 目 事業

会計 款 項 目 事業

２ ． 指標の推移 ※（ ）1

年

目標

実績

目標

実績

見込 日 日 日 日 日

実績

見込 人 人 人 人 人

実績

（※1）事務事業分類が「ハード事業」又は「事務」の事業は、成果指標での評価が事業の性質にそぐわないため、活動指標のみを設定しています。

関連する
個別計画

橿原市公共施設等総合管理計画

橿原市営斎場長寿命化計画

　

1,996

活
動
①

0

令和3年度

363

1,500

363

活
動
②

火葬件数
0

施設開場日数

令和5年度 令和6年度令和4年度指標名

成
果
①

成
果
②

義務的事務事務事業分類

基本目標①

⇒基本的方向①

基本目標②

⇒基本的方向②

総合戦略
の

位置づけ

関連する
予算事業

斎場費

事務事業名
課室長名 𠮷川　光男

政策

施策

5

担当課 環境部環境政策課
市営斎場管理事務

２７　行政運営

市民とともに「かしはら」をつくる信頼の行政運営総合計画
の

位置づけ

１ ． 事務事業の概要

事業の
概要

●市営斎場・火葬場が人生の終焉の場にふさわしいものとなるように適正な管理運営を行います。
●老朽化している設備の修繕及び維持保守点検を行います。
●今後の長期間にわたる修繕及び維持管理運営の効率化を図るため、PFI（RO方式）事業等の導入を目指しま
す。

衛生費一般会計 斎場管理運営費保健衛生費

364363

1,500

継続新規・継続区分

1,996

361 -475-



/0 /0 /0 /0 /0

/人数 /0 /1.1 /1.9 /1.9 /1.9

/0 /1.1 /1.9 /1.9 /1.9

109,518

-26,226

-

（※2）会計年度任用職員の人件費は、直接事業費に含まれます。（※3）正職員の人件費は、再任用職員の人件費を含みます。

国庫支出金

直接事業費（DC）

0

0.10

0

0

0

0

32,698

11,744

県支出金

地方債

その他 128,214

0

0

0

0

令和4年度 計画令和3年度 当初計画

0

0

0.10

121,262100,007

109,518

0

11,744

88,263

人
件
費

総費用（TC）

0

0

108,757

11,744

11,7446,769

３ ． コ ス ト の推移と 事業計画

コスト（単位：千円）
0

0

0

 計画

財
源
内
訳

一般財源 23,596

49,822

32,698

令和6年度 計画令和5年度 計画

-

0

令和3年度 令和4年度 令和5年度 令和6年度

実績額 当初計画額 当初予算額

121,262

0

正職員（※3）

歳
出

予測額 予測額

人件費割合（LC/TC） 0.06

0

11,744

11,744

-

0

6,769

0

0人件費合計（LC）

101,988

0.12

会計年度任用職員（※2）

． 備考4

0

0

76,820

0

64,667

0

0

76,820

9,102

主
な
事
業
内
容
（
年
次
計
画
）

日常業務が円滑に行われ
るよう設備の修繕及び維
持保守点検を行います。
PFI（RO）方式等の導
入可能調査を行い検討を
進めます。

・日常業務が円滑に行わ
れるよう設備の修繕及び
維持保守点検を行いま
す。
・PFI事業等の導入を目
指します。

・日常業務が円滑に行わ
れるよう設備の修繕及び
維持保守点検を行いま
す。
・令和5年10月からPFI
事業等の導入を目指しま
す。

・日常業務が円滑に行わ
れるよう選定事業者の業
務履行確認を行います。

一般財源増加額（前年度比）

362-476-



令和 年度実施計画4  

会計 款 項 目 事業

会計 款 項 目 事業

会計 款 項 目 事業

会計 款 項 目 事業

会計 款 項 目 事業

２ ． 指標の推移 ※（ ）1

年

目標

実績

目標

実績

見込 件 件 件 件 件

実績

見込 件 件 件 件 件

実績

（※1）事務事業分類が「ハード事業」又は「事務」の事業は、成果指標での評価が事業の性質にそぐわないため、活動指標のみを設定しています。

関連する
個別計画

　

　

　

80

活
動
①

0

令和3年度

40

80

40

活
動
②

合葬式墓地申請件数
0

一般墓地申請件数

令和5年度 令和6年度令和4年度指標名

成
果
①

成
果
②

義務的事務事務事業分類

基本目標①

⇒基本的方向①

基本目標②

⇒基本的方向②

総合戦略
の

位置づけ

関連する
予算事業

墓園費

事務事業名
課室長名 今北　英之

政策

施策

5

担当課
都市デザイン部公園緑地景観
課市営墓園管理事務

２７　行政運営

市民とともに「かしはら」をつくる信頼の行政運営総合計画
の

位置づけ

１ ． 事務事業の概要

事業の
概要

●心安らぐ墓園参拝ができるよう、墓園使用者の墓参に際して、通路の草刈や水路の浚渫を行い環境保持に努
め、利用者の心に通じる運営管理を行う。
●一般墓地及び合葬式墓地の使用者を募集し、多様な墓地ニーズに応えられるように努める。
●一般墓地・合葬式墓地について、新規申込や返還等の手続を窓口業務として行う。管理料の徴収や墓地返還
に伴う還付金支払等の業務により墓園事業の運営を行う。

衛生費一般会計 市営墓園管理費

墓園費 市営墓園整備費

保健衛生費

一般会計 衛生費 保健衛生費

4040

60

継続新規・継続区分

80

363 -477-



/0 /0 /0 /0 /0

/人数 /0 /2.3 /2 /2 /2

/0 /2.3 /2 /2 /2

63,378

0

-

（※2）会計年度任用職員の人件費は、直接事業費に含まれます。（※3）正職員の人件費は、再任用職員の人件費を含みます。

国庫支出金

直接事業費（DC）

0

0.16

0

0

0

0

0

12,362

県支出金

地方債

その他 58,163

0

0

0

0

令和4年度 計画令和3年度 当初計画

0

0

0.16

75,74062,446

63,378

0

12,362

50,084

人
件
費

総費用（TC）

0

0

72,315

12,362

12,36214,152

３ ． コ ス ト の推移と 事業計画

コスト（単位：千円）
0

0

0

 計画

財
源
内
訳

一般財源 0

0

0

令和6年度 計画令和5年度 計画

-

0

令和3年度 令和4年度 令和5年度 令和6年度

実績額 当初計画額 当初予算額

75,740

0

正職員（※3）

歳
出

予測額 予測額

人件費割合（LC/TC） 0.20

0

12,362

12,362

-

0

14,152

0

0人件費合計（LC）

58,163

0.20

会計年度任用職員（※2）

． 備考4

0

0

63,378

0

50,084

0

0

63,378

0

主
な
事
業
内
容
（
年
次
計
画
）

墓参者へ気持ちよく参っ
てもらうため通路・水路
の浚渫・草刈等を行い、
また墓石の未建立使用者
への草刈等の維持管理の
促進のための通知を行
う。墓園内の衛生害虫の
駆除、墓園管理のための
管理料徴収、墓地使用者
の把握のための使用上の
決まりに基づく手続きを
促進するとともに、平成
24年度より募集してい
る合葬式墓地の販売の強
化をはかる。
また、一般墓地の需要に
合わせた随時募集を新規
に行うため、一般墓地の
再整備を行う。

・墓参者へ気持ちよく参
拝してもらうため墓園内
の通路の草刈りや水路の
浚渫、害虫駆除等の維持
管理を行う。
・窓口に来られた方に丁
寧な説明を行い墓地の購
入・返還等の手続を行
う。
 ・合葬式墓地の申込み
傾向に合わせて新規利用
者募集を広報等を利用し
て行う。
・一般墓地の需要に合わ
せて墓地の再整備を行
う。

・墓参者へ気持ちよく参
拝してもらうため墓園内
の通路の草刈りや水路の
浚渫、害虫駆除等の維持
管理を行う。
・窓口に来られた方に丁
寧な説明を行い墓地の購
入・返還等の手続を行
う。
 ・合葬式墓地の申込み
傾向に合わせて新規利用
者募集を広報等を利用し
て行う。
・一般墓地の需要に合わ
せて墓地の再整備を行
う。

・墓参者へ気持ちよく参
拝してもらうため墓園内
の通路の草刈りや水路の
浚渫、害虫駆除等の維持
管理を行う。
・窓口に来られた方に丁
寧な説明を行い墓地の購
入・返還等の手続を行
う。
 ・合葬式墓地の申込み
傾向に合わせて新規利用
者募集を広報等を利用し
て行う。
・一般墓地の需要に合わ
せて墓地の再整備を行
う。

一般財源増加額（前年度比）

364-478-



令和 年度実施計画4  

会計 款 項 目 事業

会計 款 項 目 事業

会計 款 項 目 事業

会計 款 項 目 事業

会計 款 項 目 事業

２ ． 指標の推移 ※（ ）1

年

目標

実績

目標

実績

見込 件 件 件 件 件

実績

見込

実績

（※1）事務事業分類が「ハード事業」又は「事務」の事業は、成果指標での評価が事業の性質にそぐわないため、活動指標のみを設定しています。

関連する
個別計画

　

　

　

活
動
①

0

令和3年度

52,50053,700

活
動
②

支出書類の審査件数

令和5年度 令和6年度令和4年度指標名

成
果
①

成
果
②

義務的事務事務事業分類

基本目標①

⇒基本的方向①

基本目標②

⇒基本的方向②

総合戦略
の

位置づけ

関連する
予算事業

会計管理費

事務事業名
課室長名 竹村　八栄

政策

施策

5

担当課 会計課（部）会計課
会計管理事務

２７　行政運営

市民とともに「かしはら」をつくる信頼の行政運営総合計画
の

位置づけ

１ ． 事務事業の概要

事業の
概要

●現金及び物品の出納・保管、公金の支出に伴う審査、公金の運用、決算の調製等

総務費一般会計 会計管理事務費総務管理費

52,50052,500

継続新規・継続区分

365 -479-



/0 /2 /2 /2 /2

/人数 /0 /7 /7 /7 /7

/0 /9 /9 /9 /9

16,465

14,702

-

（※2）会計年度任用職員の人件費は、直接事業費に含まれます。（※3）正職員の人件費は、再任用職員の人件費を含みます。

国庫支出金

直接事業費（DC）

0

0.78

0

0

0

0

16,465

46,384

県支出金

地方債

その他 0

0

0

0

0

令和4年度 計画令和3年度 当初計画

0

0

0.78

59,73759,334

16,470

3,117

43,267

16,067

人
件
費

総費用（TC）

0

0

57,773

43,267

46,37346,051

３ ． コ ス ト の推移と 事業計画

コスト（単位：千円）
0

0

-5

 計画

財
源
内
訳

一般財源 16,033

1,331

16,470

令和6年度 計画令和5年度 計画

-

0

令和3年度 令和4年度 令和5年度 令和6年度

実績額 当初計画額 当初予算額

59,732

3,123

正職員（※3）

歳
出

予測額 予測額

人件費割合（LC/TC） 0.80

3,106

43,267

46,390

-

2,980

43,071

0

0人件費合計（LC）

14,702

0.78

会計年度任用職員（※2）

． 備考4

0

0

0

0

34

0

0

0

437

主
な
事
業
内
容
（
年
次
計
画
）

・歳入歳出の出納に関す
ること。
・決算の調製に関するこ
と。
・市指定金融機関及び収
納代理金融機関に関する
こと。
・その他出納業務に関す
ること。
・支払準備資金の管理及
び公金の運用に関するこ
と。
・各所属から提出される
支出書類の審査に関する
こと。
・備品データの管理に関
すること。

・歳入歳出の出納に関す
ること。
・決算の調製に関するこ
と。
・市指定金融機関及び収
納代理金融機関に関する
こと。
・その他出納業務に関す
ること。
・支払準備資金の管理及
び公金の運用に関するこ
と。
・各所属から提出される
支出書類の審査に関する
こと。
・備品データの管理に関
すること。

・歳入歳出の出納に関す
ること。
・決算の調製に関するこ
と。
・市指定金融機関及び収
納代理金融機関に関する
こと。
・その他出納業務に関す
ること。
・支払準備資金の管理及
び公金の運用に関するこ
と。
・各所属から提出される
支出書類の審査に関する
こと。
・備品データの管理に関
すること。

一般財源増加額（前年度比）

366-480-



Ⅴ．資料 

１．橿原市行政に関する基本的な計画を議会の議決すべき事件として定める条

例（令和元年 12 月 27 日条例第４０号） 

（目的） 

第１条 この条例は、地方自治法（昭和 22 年法律第 67 号）第 96 条第２項の規

定に基づき、行政に関する基本的な計画を議会の議決すべき事件として定める

こと等により、議会の政策形成機能及び執行機関に対する監視機能の強化を図

るとともに、議会が政策の計画段階からその実現に向けて積極的に関与するこ

とを期し、もって市民の視点に立った総合的かつ計画的で開かれた行政の推進

に資することを目的とする。 

（定義） 

第２条 この条例において、次の各号に掲げる用語の意義は、それぞれ当該各号

に定めるところによる。 

(１) 総合計画 将来における市のあるべき姿と進むべき方向について、すべ

ての行政分野に関し総合的に定める計画をいう。 

(２) 基本構想 総合計画において、市における総合的かつ計画的な行政の運

営を図るために定める基本的な構想をいう。 

(３) 基本計画 総合計画において、基本構想に基づき、行政全般に係る政策の

基本的な方向を総合的かつ体系的に定める計画をいう。 

(４) 実施計画 総合計画において、基本計画に基づき、行政全般に係る具体的

な事務事業の実施に関して定める計画をいう。 

（議会の議決） 

第３条 市長は、次に掲げるものの策定、変更（軽微な変更を除く。以下同じ。）

又は廃止をするときは、議会の議決を経なければならない。 

(１) 基本構想及び基本計画 

(２) まち・ひと・しごと創生法（平成 26年法律第 136 号）第 10 条第２項第１

号及び第２号に規定する事項 

（議会への報告） 

第４条 市長は、前条各号に掲げるもの（以下、「基本構想等」という。）に係る

-481-



実施状況を取りまとめたときは、その概要を議会に報告しなければならない。 

２ 市長は、実施計画の策定、変更又は廃止をしたときは、これを議会に報告し

なければならない。 

（市長への意見） 

第５条 議会は、社会経済情勢の変化等で基本構想等の遂行が困難であると判

断した場合、市長に対し基本構想等の変更又は廃止の意見を述べることができ

る。 
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２．橿原市総合政策審議会規則（平成 31 年１月 25 日規則第３号） 

（趣旨） 

第１条 この規則は、橿原市執行機関の附属機関に関する条例（平成 24年橿原

市条例第 23 号）第７条の規定に基づき、橿原市総合政策審議会（以下「審議会」

という。）の組織及び運営について必要な事項を定めるものとする。 

（所掌事務） 

第２条 審議会は、市長の諮問に応じ、次に掲げる事項を調査及び審議する。 

(１) 橿原市総合計画（以下「総合計画」という。）の基本構想及び基本計画の

策定又は変更（軽微なものを除く。）に関する事項 

(２) 橿原市まち・ひと・しごと創生総合戦略（以下「総合戦略」という。）の

策定又は変更（軽微なものを除く。）に関する事項 

(３) 総合計画に基づく施策等の進行管理及び評価に関する事項 

(４) 総合戦略の効果検証に関する事項 

(５) その他総合計画又は総合戦略に関し、市長が特に必要と認める事項 

（委員） 

第３条 審議会の委員は、次に掲げる者のうちから市長が委嘱する。 

(１) 学識経験を有する者 

(２) 関係団体又は関係行政機関に所属する者 

(３) その他市長が適当と認める者 

２ 委員の任期は、２年以内とする。ただし、委員が欠けた場合における補欠委

員の任期は、前任者の残任期間とする。 

３ 委員は、再任されることを妨げない。  

（会長及び副会長） 

第４条 審議会に会長及び副会長を置く。 

２ 会長は、委員の互選により定め、副会長は会長の指名により定める。 

３ 会長は、審議会を代表し、会務を総理する。 

４ 副会長は、会長を補佐し、会長に事故あるとき又は会長が欠けたときは、そ

の職務を代理する。 

（会議） 

第５条 審議会は、会長が招集する。ただし、会長及び副会長が定まっていない

ときは、市長が召集する。 
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２ 審議会は、委員の過半数が出席しなければ会議を開くことができない。 

３ 会長は、会議の議長となる。 

４ 審議会の議事は、出席委員の過半数で決し、可否同数のときは、議長の決す

るところによる。 

（意見の聴取等） 

第６条 審議会は、必要があると認めるときは、委員以外の者に、会議への出席

を求めて意見若しくは説明を聴き、又は資料の提出を求めることができる。  

（持ち回り審議） 

第７条 第５条の規定にかかわらず、会長が必要と認めるときは、審議会の議事

を持ち回りにより審議することができる。 

（部会） 

第８条 審議会に、必要に応じて部会を置くことができる。 

２ 部会員は、会長が委員のうちから指名する。 

３ 部会に、部会長及び副部会長を置く。 

４ 部会長は部会員の中から会長の指名により定め、副部会長は部会長の指名

により定める。 

５ 部会長は、部会の会務を総理する。 

６ 副部会長は、部会長を補佐し、部会長に事故あるとき又は部会長が欠けたと

きは、その職務を代理する。 

７ 前３条の規定は、部会の会務について準用する。この場合において、これら

の規定中「審議会」とあるのは「部会」と、第５条及び前条中「会長」とあるの

は「部会長」と、第５条中「副会長」とあるのは「副部会長」と、第５条及び第

６条中「委員」とあるのは「部会員」と読み替えるものとする。 

８ 審議会は、その定めるところにより、部会の議決をもって審議会の議決とす

ることができる。 

（庶務） 

第９条 審議会及び部会の庶務は、企画政策課において処理する。 

（その他） 

第 10 条 この規則に定めるもののほか、審議会の運営について必要な事項は、

会長が会議に諮って定める。 
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３．橿原市総合政策審議会委員名簿 

 

◎＝会長  〇＝副会長    （令和４年８月１０日現在、分野別、敬称略） 

分 野 所 属 氏 名 

都市計画・環境 近畿大学 総合社会学部 教授 久 隆浩◎ 

まちづくり 大阪大学大学院 

工学研究科 准教授 

飯田 克弘〇 

子育て 畿央大学 

現代教育学科 准教授 

大城 愛子 

教育 元橿原市教育委員 桐山 吉子 

健康づくり 奈良県立医科大学 

疫学・予防医学講座 教授 

佐伯 圭吾 

地方創生 株式会社 日本総合研究所 

リサーチ・コンサルティング部門 

プリンシパル 

東 博暢 

健康 NPO法人 橿原健康スポーツクラブ 

クラブマネジャー 健康運動指導士 

前川 妙子 

交通 西日本旅客鉄道 株式会社 

建設工事部 技術顧問 

清水 喜代志 

自治会 橿原市自治委員連合会 会長 桝谷 佐千代 

福祉 橿原市民生児童委員協議会 会長 小西 満洲男 

産業振興 橿原商工会議所 専務理事 中村 吉代茂 

観光政策 橿原市観光協会 会長 中谷 昌紀 

農業 元奈良県農業研究開発センター所長 土井 正彦 

公募 市民公募委員 平田 千夏 

公募 市民公募委員 髙山 雄揮 
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４．橿原市総合政策審議会部会別委員名簿 

 

〇＝部会長                      （順不同、敬称略） 

部 会 施 策 分 野 氏 名 

第１部会 保育・幼児教育 

学校教育 

子育ち・子育て 

生涯教育・社会教育 

科学・文化芸術 

スポーツ 

大城 愛子〇 

久 隆浩 

小西 満洲男 

桐山 吉子 

平田 千夏 

前川 妙子 

第２部会 健康・医療 

地域福祉 

高齢福祉 

障がい福祉 

市民協働 

人権 

佐伯 圭吾〇 

久 隆浩 

小西 満洲男 

桝谷 佐千代 

髙山 雄揮 

前川 妙子 

第３部会 

 

防災、防犯 

交通、道路・橋梁・河川 

住環境・建築 

地球環境 

生活環境 

上下水道 

飯田 克弘〇 

久 隆浩 

東 博暢 

桝谷 佐千代 

平田 千夏 

清水 喜代志 

第４部会 公園・緑地 

まちづくり・景観 

歴史・文化財 

観光・交流 

商工業・しごと 

農業、行政運営 

土井 正彦〇 

久 隆浩 

東 博暢 

中村 吉代茂 

髙山 雄揮 

中谷 昌紀 
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